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研究要旨  

 東日本大震災は，死者・行方不明者が震災関連死を含め2万人を超え，避難住民

が約35万人，建物の全半壊約38万戸という甚大な被害をもたらした。この数字は，

多くの住民が生活の場を失っただけでなく，住民同士が地域で培ってきた関係性

（＝絆）も喪失したことを意味している。阪神・淡路大震災では，震災後10年間で

500名以上の孤独死が報告されており，被災前の絆をいかに復興へと結びつけて，

それを活用，醸成していくかが重要な課題である。  

「東日本大震災からの復興の基本方針」に示されている通り，現在厚生労働行政

が直面している課題としては，（１）被災者が安心して保健・医療，介護・福祉・

生活支援サービスを受けられるよう医療・介護間の連携推進や診療情報の共有化，

（２）地域で「絆やつながり」を持ち続けることができるよう仮設住宅等における

生活環境も含めた住民ニーズの把握，必要に応じたパーソナルサポート的支援，

見守り等の支援体制の構築が挙げられる。言い換えれば，いかにして地域の絆を

基盤として各種主体が連携し，住民の健康・医療・福祉を支えるネットワークを
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構築していくかという論点に集約される。そして，具体的な活動を展開していく

ためには，絆という漠然とした視点を社会的な効用を踏まえて整理するとともに，

わが国のコンテクストを踏まえて有用と考えられる評価軸，及び復興における活

用の視点を提案する必要がある。  

そこで，本年度は，イギリスで進められているソーシャル・キャピタルの評価

に関するプロジェクトについての検討を通して，昨年度の研究で提案したソーシ

ャル・キャピタルの評価軸の妥当性について考察を深めた。その結果，わが国の

背景を踏まえる必要があるものの「人間関係：personal relationship」「ソーシャル

ネットワークサポート：social network support」「市民参画：civic engagement」「信

頼・規範： trust and cooperaticve norms」の4側面25指標によりソーシャル・キャピ

タルを把握することは，被災地における保健医療福祉ネットワークの構築におい

て基盤的知見になり，また将来的な国際比較においても有用と考えられた。合わ

せて，今後，被災地でソーシャル・キャピタルをいかに形成・再形成していくか

という観点から，中山間地域において進められている地域オリジナル体操の試み

に焦点を当て，地域全体への波及効果の観点からその意義を提起した。  

さらには，ソーシャル・キャピタルの社会的な効用を整理する観点から国際共

同研究を実施し，遺伝素因（家族歴）と社会環境（ソーシャル・キャピタル）の

両者を踏まえたメンタルヘルス対策の必要性を提起した。  

以上より，ソーシャル・キャピタルの評価軸と社会的効用が整理されるととも

に，3年間の検討を踏まえた中で被災地での保健・医療・福祉を支えるソーシャル・

キャピタルの特徴としては，“緩いつながり”がキーワードとして浮き彫りになっ

た。すなわち，地域内で各組織が形成され，そうした自治機能を基盤としたつな

がりよりも，人と人とが目的に応じて関係性を構築し，地域をマネジメントして

いく姿が復興において有益であることが考えられた。  

 
 
Ａ 研究目的  

 2011年3月 11日の東日本大震災は，死者・行方不明者が震災関連死を含めて2万人を

超え，避難住民が約35万人，建物の全半壊が約38万戸という甚大な被害を被災地にも

たらした。この数字は，多くの住民が生活の場を失っただけでなく，住民同士が地域

で長年の間培ってきた関係性（＝絆）も喪失したことを意味している。阪神・淡路大

震災においては，震災後10年間で500名以上の孤独死が報告されており，被災前の絆を

いかに復興に結びつけ，活用，醸成していくかが重要な課題である。  
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「東日本大震災からの復興の基本方針」に示されている通り，厚生労働行政が直面し

ている課題としては，（１）被災者が安心して保健・医療，介護・福祉・生活支援サー

ビスを受けられるよう医療・介護間の連携推進や診療情報の共有化，（２）地域で「絆

やつながり」を持ち続けることができるよう仮設住宅等における生活環境も含めた住

民ニーズの把握，必要に応じたパーソナルサポート的支援，見守り等の支援体制の構

築が挙げられる。言い換えれば，いかにして地域の絆を基盤として各種主体が連携し，

住民の保健・医療・福祉を支えるネットワークを構築していくかという論点に集約さ

れる。  

こうした課題を具体的な活動として展開していくためには，絆という漠然とした視

点を社会的な効用を踏まえて整理するとともに，わが国のコンテクストを踏まえて有

用と考えられる評価軸，及び復興における活用の視点を提案する必要がある。そこで，

平成26年度の目的は，ソーシャル・キャピタルの評価ツールの検討，ソーシャル・キ

ャピタルの社会的な効用に関する国際共同研究，及び今後の保健医療福祉ネットワー

ク構築のあり方について検討を行った。  

 

Ｂ 研究方法  

ソーシャル・キャピタル評価ツールの検討では，既存の公表資料，研究論文，及び

イギリスのOffice for National Statisticsでのヒアリング調査（平成27年1月16日）を参考

とした。ソーシャル・キャピタルの社会的な効用に関する国際共同研究においては，

Lund大学が学術利用目的で構築したナショナルデータベースを活用した。  

（倫理面への配慮）  

本研究は，既存資料の収集，及び関係機関や個人へのヒアリング調査による検討で

ある。したがって，プライバシーへの配慮が必要な場合は，本文中イニシャル標記と

した。  

 

Ｃ 研究結果及び考察  

 本年度の研究成果の論点を図1に示した。震災の復興において有益と考えられるソー

シャル・キャピタルの評価法が明確となり，また，今後，保健医療福祉ネットワーク

を構築していく上でのプロセスが方法論として確立できた。合わせて，ソーシャル・

キャピタルの社会的効用も明確となり，「なぜ，ソーシャル・キャピタルは重要である

のか」「ソーシャル・キャピタルを具体的に把握し，活動していくためにはどのような

方法を用いたら良いのか」という点が解決できた。なお，成果の概要は下記の通りで

ある。  



4 
 

１．ソーシャル・キャピタルの評価方法の提案と社会的効用の整理  

昨年度に実施した経済協力開発機構（OECD）でのヒアリング調査結果を踏まえて，

本年度は実際にOECDが2013年に提案したソーシャル・キャピタル測定フレームに基づ

き政策展開の議論を行っているイギリス国家統計局にヒアリング調査を実施した。そ

の結果，ソーシャル・キャピタルの把握において有用と考えられる4領域25指標が明ら

かとなった。以上の指標は，被災地においても有益と考えられ，また，将来的には国

際比較も可能であることから，これらの指標を用いることが妥当と結論づけられた。  

さらには，昨年度から継続してルンド大学（スウェーデン）との共同研究を実施し，

ソーシャル・キャピタルの社会的効用について検討を行った。その結果，うつ病の家

族歴を有する人において将来のうつ病発症のバッファー機能をソーシャル・キャピタ

ルが果たす可能性をフォローアップデータに基づき明らかにした。3年間の研究より，

ソーシャル・キャピタルの社会的な効用としては，ストレスバッファー機能が明らか

となり，また個別のアウトカムとして高血圧症，精神疾患，さらには死亡リスクと関

連することが定量解析により明らかとなった。  

 

２．被災地における保健医療福祉ネットワーク構築の方法論を確立  

 ソーシャル・キャピタルの醸成（地域介入のあり方）について島根県雲南市の事例

を踏まえ具体的な方法論を提起した。また，保健医療福祉ネットワークの構築には，

地域における医療ニーズの定量的な把握が不可欠であることから，傷病別の患者数推

計に係る方法論を提起した。以上の成果より，地域の医療ニーズを把握し，ソーシャ

ル・キャピタルを定量的に把握・見える化して，その特徴を活かしたソーシャル・キ

ャピタルの醸成に関する取り組みの実践，という一連の方法論を確立することができ

た。  

3年間の研究により，地域の絆という漠然とした概念をソーシャル・キャピタル概念

に基づき社会的効用と合わせて整理を行い，かつ，その具体的な測定方法や醸成方法

を明確にすることで被災地において実際に展開していくための方法論を提起すること

ができた。  
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＜昨年度の課題と本年度の成果＞
• ソーシャル・キャピタルの評価⽅法の確⽴
→イギリス国家統計局でのヒアリング調査により，ソーシャル・キャピタル
の評価は4領域25指標を⽤いることが妥当と結論づけられた。
→昨年度に開発した⼈的ネットワークの「⾒える化」と合わせて評価を実施
することにより地域内のソーシャル・キャピタルを量・質の側⾯で明らか
にすることが可能となった。

• ソーシャル・キャピタルの社会的効⽤の整理
→ソーシャル・キャピタルがストレスのバッファー機能を果たす可能性を
5年間のフォローアップデータに基づき明らかにした。
→3年間の解析を通してソーシャル・キャピタルは，高血圧症，精神疾患，
さらには死亡リスクと関連することが明らかとなった。

• ソーシャル・キャピタルの形成に関する知⾒の⽋如
→「どのようにソーシャル・キャピタルを形成するか」という点に対して，
地域全体の波及効果を踏まえた⽅法論を島根県の事例に基づき明らかにした。

3年間の研究を通して地域の絆という漠然とした概念を，ソーシャル・キャピ
タルの視点より社会的効⽤と合わせて整理を⾏い，かつ，具体的な測定方法や
醸成方法を明確にすることで被災地で展開する意義と⽅法論を提起できた。

－ソーシャル・キャピタルを活⽤した保健医療福祉ネットワークのあり⽅：要点

 

図1 研究成果の論点  

 

 以下では，本年度の研究を通して明らかになった各論点について示す。  

 

（１）ソーシャル・キャピタルの測定：英国の事例  

ソーシャル・キャピタルを包括的に，かつ，国際比較が可能となる評価方法の開発

に関する議論が進みつつある。そうした中で2014年よりイギリスのOffice for National 

Statistics（以下，ONS）では，ソーシャル・キャピタルの評価に関する取り組みを再び

開始した。その方向性は，OECDの報告書（Four Interpretations of Social Capital. 2013）

で示された通り，包括的で，かつ，重なり合うことなくソーシャル・キャピタルを把

握することを目指している。ONSの取り組みは，2015年の取りまとめに向けて，現在，

測定項目に関する検討が進められている。これらの政策決定プロセスは，我が国にお

いてソーシャル・キャピタルの考察を深め，かつ，政策的に活用していく上での基礎

的知見として有用である。そこで，本研究では，国民の幸福度測定プログラムの一環

として進めているONSでの議論について考察を行うことを目的とした。  

ONSでは，OECDが示したフレームワークに基づき，ソーシャル・キャピタルのあら

ゆる関連領域の把握が可能となるよう測定項目を検討し，その際これまで指摘されて

きたソーシャル・キャピタルの測定の困難さや妥当性の疑念，または限定的な評価か

ら政策的な議論において十分な役割を果たしていない現状を克服するための視点が考

慮されていた。以上の論点に基づくソーシャル・キャピタルの測定項目の提案は，地

域のソーシャル・キャピタルをどのように維持・発展，または再構築していくかとい
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う議論に有用なツールとして活用できることが考えられた。  

 

（２）大規模コホートデータ解析  

①  地理的な貧困水準と眼疾患  

 欧米諸国の先行研究では，健康水準の地域差を議論する際に地理的な貧困（剥奪）

水準を示す単次元指標であるdeprivation indexに基づく検討が進められている。この指

標は，公的データ等を参照した合成値として算出され，その程度の差が健康に及ぼす

影響について明らかにされている。一連の研究成果が意図するところは，我々が直面

している健康状態の地域間の“ばらつき”に対し，どのような住民が居住しているの

かという構成効果の視点に加えて，地理的な文脈効果（脈絡効果）を考慮した対策の

あり方への示唆である。そこで，本研究では，スウェーデンの公的データ（2005年～

2010年）を用いて地域レベルのdeprivation indexと眼疾患（黄斑変性，白内障，緑内障，

糖尿病関連眼疾患）との関係を定量的に明らかにすることを目的とした。分析の結果，

眼疾患の発症は，男性に比べて女性で多く年代が上がるにつれて増加していた。また，

男性での地理的剥奪指標と眼疾患の関連では，年齢，世帯収入，婚姻歴，国籍，教育

歴，都市規模，既往歴を調整したところ地理的剥奪指標（Low）に居住する住民に比べ

て地理的剥奪指標（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する住民の眼疾患

を示すオッズ比がそれぞれ1.13（95% CI, 1.11–1.15），1.15（95% CI, 1.12–1.18）であっ

た。同様に女性では，地理的剥奪指標（Low）に居住する住民に比べて地理的剥奪指標

（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する住民の眼疾患を示すオッズ比がそ

れぞれ1.19（95% CI, 1.17–1.22），1.15（95% CI, 1.18–1.25）であった。以上の結果より，

男性，女性ともに地理的剥奪指標が眼疾患と関連していることが示された。高齢化の

進展に伴い，本研究で取り上げた眼疾患の患者数は今後，増加をしていくことが考え

られる。したがって，予防，さらには早期発見・早期治療の検討に際して地域の要因

に目を向けた取り組みが進められることが望まれる。  

 

②  家族歴，ソーシャル・キャピタルと大うつ病  

 近年，遺伝素因と社会環境の相互関係が健康に及ぼす影響が指摘され始めている。

例えば，精神疾患は，家族歴を診断や経過予測において考慮する必要性が指摘されて

いる（日本うつ病学会治療ガイドライン，2013）。また，地域内の人間関係を意味する

ソーシャル・キャピタルは，精神疾患と関係していることも報告されている（Sundquist，

2014）。そこで，本研究では，うつ病の家族歴とソーシャル・キャピタルの関係が大う

つ病の発症に及ぼす影響について定量的に明らかにすることを目的とした。2001～07
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年の追跡期間中に大うつ病と診断された者は，45,774名であった。大うつ病の家族歴を

有する者のオッズ比は，1.47（95%CI, 1.32–1.63）であった。さらには，個人特性等で

調整後のオッズ比は1.56（95% CI, 1.40–1.73）であり，有意な関係が認められた。なお，

ソーシャル・キャピタルと大うつ病の間には関係を認めなかった。ただし，家族歴の

有無に加えてソーシャル・キャピタルが低いと大うつ病のリスクが上昇する可能性が

認められた。  

以上の通り，遺伝素因と社会環境の組み合わせが大うつ病の発症に影響を及ぼすこ

とが示唆された。本研究成果は，遺伝素因は変えることが出来ないが社会環境という

改善可能な要因に目を向けることへの示唆であり，両者を踏まえたより効果的な予防

活動の検討が進められることが期待される。  

 

（３）地域コミュニティの維持・存続のために何が重要か―ソーシャル・キャピタル， 

生活意識の効果について―  

 今日，日本の農山村では，過疎化・高齢化の進行が深刻となっている。そうした中

で集落危機の問題に関しては，現役世代の人たちの流出を食い止め，定住を促進する

ことを目指した地域活性化の取り組みが進められている。本研究では，農山村住民の

現役世代の定住意志に何が影響しているのかについて，特にソーシャル・キャピタル

や地域コミュニティでの生活意識といった要因の効果に注目し，島根県飯石郡飯南町，

及び隠岐郡隠岐の島町で得た量的調査のデータを分析した。その結果，両調査データ

において，ソーシャル・キャピタル変数として「信頼」「互酬性」「参加」，地域コミュ

ニティでの生活意識に関する変数として「地域に対する誇り」「地域生活の満足度」を

取り上げた場合，定住意志に最も効果を持っているのは「地域に対する誇り」であっ

た。ただし，「地域に対する誇り」は，「互酬性」などソーシャル・キャピタルの変数

との関連も強かった。以上より，定住意志にソーシャル・キャピタルは直接的に影響

しないが，定住意志に直接影響する住んでいる地域を誇りに思う態度がソーシャル・

キャピタルと関係する構造が示された。  

 

（４）地域の特徴を活かしたソーシャル・キャピタル醸成モデル  

 ソーシャル・キャピタルの重要性が指摘されている中で，具体的にどのような方法

で醸成するかについては十分な知見が得られていない。こうした課題を解決するため

には，ソーシャル・キャピタルを醸成する「場」という視点に加えて，自身が住まう

地域やそこに集う他者への関心を喚起する「仕掛け」が重要である。そのためには，

住民が自身の都合で参加し（強制的ではなく），結果として地域への思いや人と人との
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つながりを形成してくことができれば，ソーシャル・キャピタルの醸成・維持につな

がると考えられる。そこで，本研究では，地域でのオリジナル体操の普及に着目して

ソーシャル・キャピタルの醸成のあり方を考察し，かつ，被災地で実施する意義につ

いて検討を行った。  

島根県の山間部に位置する雲南市では，地域自主組織を単位としてオリジナル体操

を開発する取り組みが進められていた。本取り組みは，以下の2点において，ソーシャ

ル・キャピタルの醸成に有用であると考えられた。第一に体操は，個人の日常的な都

合に合わせて実施することが可能であり，また，地域の会合やサロン等でも実施する

ことができる。したがって，地域で広く受け入れられる可能性がある。第二には，既

存の体操を普及させるのではなく，“地域オリジナル”の体操を開発することにより，

体操自体に愛着が生まれる点にある。例えば，体操を幼稚園や小学校で取り入れるこ

とによって，世代を超えた広がりが期待できる。さらには，地域の祭りや住民が集う

機会に体操を行うことで，地域の一体感を感じることも期待できる。  

被災地では，新たなコミュニティの形成，またはコミュニティの復興が進む中で，

地域の場（ハード面）づくりに目を向けられてきた。人が集う場があることは，確か

に重要であるが地域全体への普及を考えた場合には更なる仕掛けが必要であることは

言うまでもない。そうした中で地域住民が愛着を感じ，かつ，世代を超えて，“緩く”

つながる取り組みが必要である。雲南市の事例は，今後の活動の参考になるものと考

えられ，今後はこうした取り組みのソーシャル・キャピタル醸成効果についても広く

検討が進められることが期待された。  

 

（５）医療ニーズの見える化と医療・福祉資源の配置の試行的検討  

保健医療福祉ネットワーク構築においては，住民ニーズの適切な把握と議論が必要

である。たとえば，傷病別で外来・入院患者数の現状はどのようになっているのか，

地域差は生じているのか，患者数はどのように推移するのか等の視点が挙げられる。

患者数推計は，厚生労働省が毎年実施している患者調査や医療施設調査といった公的

データに加えて，各都道府県が関係機関との共同により独自に実施している調査等が

ある。また，近年，こうした結果を地理情報システムによって見える化し，政策上の

課題抽出や情報共有等にも用いられている。しかしながら，多くの事例においては，

その情報公開が都道府県単位にとどまっている。そこで，本研究では，島根県を例と

して二次医療圏単位で外来・入院患者数推計を行い，地理情報システムを活用した「見

える化」の方法論について検討を行った。  

島根県の二次医療圏の一つである出雲圏では，病院の外来患者推計において2010年
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では「新生物」が最も多かったが2025年では「筋骨格系及び結合組織の疾患」が最も

多かった。一般診療所に関しては，2010年の推計によると「循環器系の疾患」「呼吸器

系の疾患」「筋骨格系及び結合組織の疾患」の順であったが2025年の推計では「循環器

系の疾患」「筋骨格系及び結合組織の疾患」「呼吸器系の疾患」となっていた。また，

2010年の入院患者推計において病院では，「精神及び行動の障害」「循環器の疾患」「神

経系の疾患」の順であったが2025年の推計では「循環器系の疾患」「精神及び行動の障

害」「神経系の疾患」であった。  

以上より，医療圏の医療ニーズの一端が浮き彫りとなり，医療・福祉提供体制をど

のように質的・量的に整備していく必要があるのかという議論の参考となる。これま

で被災地では，量的側面の整備が進められてきた。今後は，質的側面への検討も不可

欠である。そのためには，対象地域においてどのような疾患が多いのか，今後その状

況はいかに推移していくのかという議論が必須となる。推計に利用可能な公的データ

等の公開，及びそれらに基づく患者推計の議論が進展することが強く望まれる。  

 

（６）居住環境と骨量の関係：地理情報システムを活用した解析  

 骨粗しょう症の予防においては，身体活動の重要性が指摘されている。個人の身体

活動を促進するためには，日常生活の中で時間を確保し，継続的な取り組みが必要と

なる。当然のことながら，取り組み状況には個人差が生じ，それゆえにいかに個人の

状況に応じたアプローチを展開していくかが課題である。そうした中で中山間地域は，

急峻な地形であることから平地で生活する場合に比べて活動負荷が生じていることが

考えられる。言い換えれば，中山間地域で生活すること自体が健康づくりの一翼を担

っているのではないかとの仮説が成り立つ。そこで，本研究では，地形の急峻さを標

高により評価し，骨量に及ぼす影響を運動習慣との関連を踏まえ明らかにすることを

目的とした。  

女性では，日常的に身体活動（1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2回以上1年以上

実施）を実施していない群で標高の上昇に伴い骨量Tスコアのオッズ比の有意な上昇を

認めた（オッズ比=1.06, 95%CI = 1.00–1.12）。一方，日常的に身体活動を実施している

群では，標高と骨量Tスコアとの間に有意な関連を認めなかった（オッズ比=1.01, 95%CI 

= 0.95–1.08）。なお，男性では，同様の傾向を認めなかった。以上の研究成果より，今

後，被災地での健康の維持・増進を意図した計画を検討していく上で，居住環境にも

目を向けた議論や工夫が必要と考えられる。  
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Ｅ 結論  

本年度は，イギリスでのソーシャル・キャピタルを活用した政策的議論を検討する

ことを通して，昨年度の研究で提案したソーシャル・キャピタルの評価軸の妥当性に

ついて考察を深めた。その結果，わが国の背景を踏まえる必要があるものの「人間関

係：personal relationship」「ソーシャルネットワークサポート： social network support」

「市民参画： civic engagement」「信頼・規範： trust and cooperaticve norms」の4側面より

ソーシャル・キャピタルを把握することは，被災地における保健医療福祉ネットワー

クの構築において基盤的知見になるとともに，将来的な国際比較においても有用と考

えられた。合わせて，今後，被災地でソーシャル・キャピタルをいかに形成・再形成

していくかという観点から，中山間地域において進められている地域オリジナル体操

の試みに焦点を当て，地域全体への波及効果の観点からその意義を提起した。  

さらには，ソーシャル・キャピタルの社会的な効用を整理する観点から国際共同研

究を実施し，遺伝素因（うつ病の家族歴）と社会環境（ソーシャル・キャピタル）の

両者を踏まえたメンタルヘルス対策の必要性を提起した。  

以上より，ソーシャル・キャピタルの評価項目と社会的効用が整理されるとともに，

3年間の検討を踏まえた中で被災地での保健・医療・福祉を支えるソーシャル・キャピ

タルの特徴としては，“緩いつながり ”がキーワードとして浮き彫りになった。すなわち，

地域内で各組織が形成され，そうした自治機能を基盤としたつながりよりも，人と人

とが目的に応じて関係性を構築し，地域をマネジメントしていく姿が復興において有

益であることが考えられた。  

 

Ｆ 健康危険情報  

なし  

 

Ｇ 研究発表  

１ 論文発表  

 Hamano T, Kamada M, Kitayuguchi J, Sundquist K, Sundquist J, Shiwaku K. Association of 

overweight and elevation with chronic knee and low back pain: a cross-sectional study. 

International Journal of Environmental Research and Public Health. 11: 4417–4426. 

2014. 

 Sundquist J, Hamano T, Li X, Kawakami N, Shiwaku K, Sundquist K. Neighborhood linking 

social capital as a predictor of psychiatric medication prescription in the elderly: a 

Swedish national cohort study. Journal of Psychiatric Research. 55: 44–51. 2014. 
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 Sundquist K, Hamano T, Li X, Kawakami N, Shiwaku K, Sundquist J. Linking social capital 

and mortality in the elderly: a Swedish national cohort study. Experimental Gerontology. 

55: 29–36. 2014. 

 Hamano T, Li X, Lönn SL, Nabika T, Shiwaku K, Sundquist J, Sundquist K. Depression, 

stroke and gender: evidence of a stronger association in men. Journal of Neurology, 

Neurosurgery & Psychiatry. In press. 2014. 

 Hamano T, Li X, Tanito M, Nabika T, Shiwaku K, Sundquist J, Sundquist K. 

Neighbourhood deprivation and risk of age-related eye diseases: a follow-up study in 

Sweden. Ophthalmic Epidemiol. In press. 2014. 

 

２ 学会発表  

 濱野強，鎌田真光，北湯口純，塩飽邦憲．居住環境と肥満が膝痛・腰痛に及ぼす影響：

地理情報システムを活用した解析．第73回日本公衆衛生学会総会抄録集．61巻．339

頁．2014．  

 伊藤智子，濱野強，山崎雅之，塩飽邦憲．降圧剤服用者の血圧と生活習慣の関連．第

73回日本公衆衛生学会総会抄録集．61巻．372頁．2014．  

 濱野強，早川富博，塩飽邦憲．地域特性に基づく健康づくりの展開：地域住民の関係

性の「見える化」．第63回日本農村医学会学術総会抄録集．63巻．419頁．2014．  

 濱野強．ソーシャル・キャピタルと健康．第37回日本高血圧学会総会プログラム・抄

録集．267頁．2014．  

 

Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１ 特許取得  

  なし  

２ 実用新案登録  

  なし  

３ その他  

  なし
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厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）  
 

分担研究報告書  
 
 

ソーシャル・キャピタルの測定：英国の事例  
 
 

研究代表者  濱野 強     島根大学研究機構戦略的研究推進センター  

准教授  

研究分担者  塩飽 邦憲    島根大学                理事・副学長  

研究分担者  並河 徹     島根大学医学部            教授  

 

研究要旨  

ソーシャル・キャピタルを包括的に，かつ，国際比較が可能となる評価方法の

開発に関する議論が進みつつある。そうした中でイギリスのOffice for National 

Statistics（以下，ONS）では，ソーシャル・キャピタルの測定・評価に関する取

り組みを進めている。その方向性は，経済協力開発機構（OECD）の報告書（Four 

Interpretations of Social Capital. 2013）で示された通り，包括的で，かつ，重なり

合うことなくソーシャル・キャピタルを把握することを目指している。ONSの取

り組みは，2015年の取りまとめに向けて，現在，測定項目に関する検討が進めら

れている。以上の知見とプロセスは，我が国においてソーシャル・キャピタルの

考察を深め，政策的に活用していく上での基礎的知見として有用である。そこで，

本研究では，国民の幸福度測定プログラムの一環として進められているONSでの

議論について文献の検討とヒアリング調査を実施した。  

その結果，OECDが示したフレームワークに基づき，ソーシャル・キャピタル

のあらゆる関連領域の把握が可能となるよう測定項目を検討し，その際これまで

指摘されてきたソーシャル・キャピタルの測定の困難さや妥当性の疑念，または

限定的な評価から政策的な議論において十分な役割を果たしていない現状を克服

するための視点が考慮されていた。以上の論点に基づくソーシャル・キャピタル

項目の提案は，地域のソーシャル・キャピタルをどのように維持・発展，または

再構築していくかという議論に有用なツールとして活用できると考えられた。  

 
 
Ａ 研究目的  

平成25年度の研究報告書では，経済協力開発機構（OECD：Organisation for Economic 
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Co-operation and Development）が進めてきたソーシャル・キャピタルの測定手法や評価

指標に関して，国際比較が可能となるソーシャル・キャピタルデータバンクの報告を

行った（データバンクに関する取り組みは平成25年度報告書13頁～25頁を参照）。この

報告を受け，かつ，2003年に着手した先行研究（「Measuring Social Capital in the United 

Kingdom」）を踏まえて，イギリスのOffice for National Statistics（以下，ONS）では，

ソーシャル・キャピタルの評価に関する取り組みを開始した。その方向性は，OECDの

報告書（「Four Interpretations of Social Capital. 2013」）で提案された通り，全体の測定

フレームは包括的であり，かつ，重なり合うことなくソーシャル・キャピタルを把握

することを目指している。  

ONSの取り組みは， 2015年の取りまとめに向けて，現在，測定項目に関する検討が

進められている。以上のプロセスは，我が国においてソーシャル・キャピタルの考察

を深め，かつ政策的に活用していく上での基礎的知見として有用であると考えられる。

そこで，本研究では，国民の幸福度測定プログラムの一環として進めているONSでの

議論について文献の検討とヒアリング調査を実施した。  

 

Ｂ 研究方法  

本研究では，既存の公表資料，ホームページ，及び論文等を参考とした。また，ONS

を訪問し，ヒアリング調査を実施した（平成27年１月16日）。  

（倫理面への配慮）  

本研究は，既存資料の収集・整理，関係機関へのヒアリング調査に基づく検討であ

る。したがって，本稿でプライバシーへの配慮が必要な場合には，イニシャル表記と

した。  

 

Ｃ 研究結果・考察  

ONSでは，2003年にソーシャル・キャピタルの測定に関して「Measuring Social Capital 

in the United Kingdom」を報告し，標準的な測定項目の提案を行ってきた。当時の検討

に際しては，OECDが2001年に報告した「The Well-being of Nations: The Role of Human 

and Social Capital」におけるソーシャル・キャピタルの定義を参考としながら，2004年，

及び2005年調査（General Household Survey in Great Britain）においてソーシャル・キャ

ピタル指標を用いてきた経過がある。  

 そうした背景の中でONSでは，2013年にOECDが「Four Interpretations of Social Capital」

で報告したソーシャル・キャピタル測定のためのフレームワークに基づき，ソーシャ

ル・キャピタルのあらゆる関連領域を網羅する測定項目の検討を進めている。現時点
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においてONSでは，OECDの4側面に基づきソーシャル・キャピタルの測定項目候補を

下記の通り提案している。  

 

1.  人間関係（personal relationships）  

 個人の人間関係の構造，及び特質と定義し，以下の測定項目を提案している。  

 友人，親戚，職場の同僚と週に1度は，打ち解けた雰囲気で会うか。  

 週1回は，社会生活に適応している人の割合を評価する。つまり，打ち解けた

雰囲気で会うことは，仕事や義務ではなく個人の意思を意味しており，十分

な範囲，頻度の社会的接触を持つことは，人々に喜びをもたらすだけでなく，

必要とした場合に広範囲で可能な限りの支援を得られる。  

 少なくとも一人の親しい友人がいる。  

 一人の親しい友人がいるかを評価する。なお，親しい友人とは，楽しい時を

共有し，必要な場合に助け合える人を指す。親しい友人による助け（支援）

は，ストレスに対する緩衝材（バッファー）としての役割を果たす。  

 日常的に近隣の人々と立ち話をする。  

 近隣の人々と日常的に接触のある人の割合で評価する。積極的に近隣の人と

人間関係を持つことは，社会との結束の向上，信頼のレベルや帰属意識の向

上に重要な役割を果たす。  

 ソーシャルネットワークを利用する。  

 ソーシャルネットワークの利用者の割合で評価する。ソーシャルネットワー

クは，地理的に離れていても交流を維持することができ，既存のネットワー

クを広めることができる。  

 社会生活，及び家族生活の満足。  

 友人や家族との人間関係の質（満足度）を主観的に評価する。人間関係の質

が低いと社会生活や家族生活への不満につながると考えられる。  

  

なお，以上の項目は，どれも人々の人間関係の “大きさ ”とは関連がない内容となって

いる。その理由としては，個人が知っている人々の正確な数を評価することが困難な

ためであるとしている。また，個人の人間関係の正確な構成や多様性を測定すること

も時間と共に変化することから困難であるとも指摘している。  

 

2.  ソーシャルネットワークサポート（ social network support）  

 個人の人間から引き出すことのできる資源や支援の程度（すなわち人間関係が支援

を必要とする際のソースとなりうるかを評価）と定義し，以下の測定項目を提案して
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いる。  

 深刻な問題が生じた場合に頼ることのできる配偶者，家族，友人がいるか。  

 必要な場合に頼ることができる人がいると思う人の割合で評価する。主観的

な測定方法であるが，必要な場合に実際に受けた支援は，この測定との関連

が高いとされる。  

 同居している，または，同居していない少なくとも一人の病人，障害者，高齢者

を支援する。  

 自宅内外で他者に非公式（無償の）の支援を提供する人の割合を評価する。

英国のケアシステムにおいては，現在，非公式な支援が大きな支えになって

おり，2011年に実施した国勢調査では約580万人の人が無償の支援を提供した

と回答している。  

 近隣住民に物を借りる，親切な行為をし合う。  

 近隣住民と物や行為を交換し合う人の割合で評価する。社会的結束の重要な

指標となる行動の一つとなる。  

  

ここで提案する測定は，家族や友人からの日常的な支援が得られない人の割合に関

する情報は含んでいない。事実，人々は，援助が必要な時に頼れる人がいると感じて

いるが，日常的には他人から支援を積極的には得ていないとし，たとえば，社会理解

調査から利用できる測定として，「そこでは同居していないが，親や16歳以上の子供か

らの現実的，経済的援助を日常的に受けている人の割合」を挙げている。しかし，親

または，子供のいる，サブグループの人々に対してのみ利用できるため，主要な指標

としては含まないと述べている。  

 

3. 社会参画（ civic engagement）  

 コミュニティや社会という集団生活に積極的に貢献する行動と定義し，以下の測定

項目を提案している。  

 過去12ヶ月間でのボランティア活動。  

 12ヶ月間にランニング大会，レクリエーション活動，子どもの学校活動等に

ついて，1回以上ボランティア活動をした人の割合を評価する。  

 過去12ヶ月の間で地域での社会活動に1回以上参加。  

 12ヶ月間に地域の社会活動（地域住民がボランティアで運営し個人のニーズ

ではなく，コミュニティのニーズに応じた活動）に参加した人の割合を評価

する。  
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 英国の総選挙への投票。  

 英国の総選挙に投票した人の割合を評価する。  

 過去12ヶ月間で政治的行動に1回以上参加。  

 デモへの参加，嘆願書への署名等を行った人の割合を評価する。  

 政治に高い関心のある人。  

 主観的な測定として，政治への関心について評価する。  

  

以上の項目の他に，どのような組織に属しているか（政治，ボランティア，レクリ

エーション等）の質問が考えられる。ただし，組織に属していることよりも，実際に

どのような活動をしているかが重要であることから，単なる組織参加の有無の質問は

含まないとしている。  

 

4. 信頼・規範（ trust and cooperative norms）  

 文字通り信頼と規範を把握する内容として以下の測定項目を提案している。  

 政府は信頼できるか。  

 政府を信頼できる人の割合で評価する。  

 ほとんどの人は信頼できるか。  

 一般的にほとんどの人は信頼できるといえるか，または，人と会う時に注意

が必要であるかという標準的な内容に基づき評価する。  

 近隣住民は信頼できるか。  

 上記と異なり，近隣住民に焦点を当てて評価する。  

 自分の住む地域の住民は近隣住民を自主的に助けるか。  

 地域住民が他者を自主的に助けると思う人の割合で評価する。  

 日没後に地域を一人で歩いていても安全だと感じる。  

 日没後に地域を一人で歩いても安全だと感じる人の割合を評価する。他者を

信頼できれば日没後に一人で歩いていても安全だと感じる。  

  

その他には，地方レベルでの健全な民主主義機能を評価する観点から，地方自治体

への信頼や，社会的規範の側面より人種の違いを尊重することへの賛同について評価

すること等の候補が考えられるとしている。  

 

 以上の通りONSは，ソーシャル・キャピタルの測定に関するフレームワーク，及び

項目の提案を行い，2014年9月を締め切りとしてパブリックコメントを募集した。そこ

での論点は，下記となっている。  
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 このフレームワークは，ソーシャル・キャピタルの測定に有用であるか。  

 測定項目は，フレームワークをカバーしうる内容になっているか。  

 測定に用いるソース（各種調査等）は，妥当な方法であるか。  

 一連のソーシャル・キャピタルの測定は，政策的，研究的にどの程度有用であるか。 

 

 そして，得られた意見に対してONSは，資料1の通り修正版の提案を行い，最終的な

成果の取りまとめを2015年に行う予定としている。  

 

Ｅ 結論  

ONSでは， 2003年に着手したソーシャル・キャピタルの測定に関する経験を踏まえ

つつ，2013年にOECDが公表した報告書を基盤として，１）国際的な比較が可能である，

２）国家間・文化間で調和が取れた，３）幸福度の持続可能性と関連し，また将来の

世代におけるソーシャル・キャピタルの維持，発展に参考となる測定ツールの開発を

進めている。  

ソーシャル・キャピタルは，幸福，健康，安心・安全な生活，経済発展を始めとし

て多様な課題に関連することが報告されている。その一方で，これまでその測定の困

難さや妥当性の疑念，または，限定的な評価から政策的な議論において十分な役割を

果たしていない現状にある。ONSの取り組みでは，こうした課題を克服すべく，評価

ツールの開発を広く一般の意見を取り入れながら進めている。特に政策的議論では，

長期間に渡り一貫した手法で評価をすることが重要であり，また，解釈が容易である

ことが求められる。こうした論点を踏まえると，被災地の復興において，さらには，

今後の我が国におけるソーシャル・キャピタルを活用した議論においても同様の過程

に基づく議論が有益であることが考えられた。  

 

Ｆ 健康危険情報  

なし  

 

Ｇ 研究発表  

１ 論文発表  

なし  

２ 学会発表  

なし  
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Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１ 特許取得  

  なし  

２ 実用新案登録  

  なし  

３ その他  

  なし  
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資料1 

 

国民の幸福感を測定する：ソーシャル・キャピタルの測定に関する合意形成 

 

＜背景＞  

ソーシャル・キャピタルは，個人の幸福や地域社会，そして国家において重要であ

る。2014年7月に国家統計局（ the Office for National Statistics (以下，ONS)）は，幸福度

プログラム（ the ONS Measuring National Well-being programme）の一環として，ソーシ

ャル・キャピタルに関する報告書を公表した。この報告書では，ソーシャル・キャピ

タルを測るための枠組みが概説されており，それらは2013年の経済協力開発機構（ the 

Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD)）によって提案された内

容を基にしている。そして，ソーシャル・キャピタルの4つの側面（人間関係：Personal 

Relationships，ソーシャルネットワークサポート：Social Network Support，市民参画：

Civic Engagement，信頼・規範：Trust and Cooperative Norms）のもと，ソーシャル・キ

ャピタルの測定について19の測定項目と，いくつかの考えられる候補について提案を

行った。これらの測定は，OECD報告に書かれている一連の内容を受けて開発されたも

のである。以上の経過を踏まえて，国家統計局では，今回使用した枠組みと，提案さ

れた一連の測定項目案に関するフィードバックを広く一般に求めたものである。  

 

＜変更点の概要＞  

国家統計局は，国際機関，政府機関や政府慈善団体をはじめとした様々なステーク

フォルダーから10のフィードバックを得た。総論としてステークフォルダーは，今回

提案を行ったソーシャル・キャピタルの枠組みと測定項目に一定の理解を示したもの

と考えられる。その中では，包括的にソーシャル・キャピタルの把握が可能となる枠

組みを持つことが有益であるとの認識が示されていた。また，具体的な内容について

は，追加項目を含むべきだという提案が示されていたことから，こうした意見を受け

て国家統計局は改定した測定項目の提案を下記の通り行う。  

 

 人間関係は7つの測定項目（新しい項目1つ含む）  

 ソーシャルネットワークサポートは4つの測定項目（新しい項目1つ含む）  

 市民参画は7つの測定項目（新しい項目2つ含む）  

 信頼・規範は7つの測定項目（新しい項目2つ含む）  
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＜次のステップ＞  

ソーシャル・キャピタル測定の分析の実施である。国家統計局は，イギリスにおけ

るソーシャル・キャピタルの多様な側面をより正確に描くために，さらに掘り下げた

ソーシャル・キャピタルの検討を進めていく予定である。特に下記のテーマにおいて，

国家統計局は，ソーシャル・キャピタル測定の発展と改善を行っていく予定である。  

 

 ブリッジングソーシャル・キャピタルの測定：ボンディングソーシャル・キャピタル

は，似た背景をもつ人々のネットワークである一方で，ブリッジングソーシャル・

キャピタルは異なる背景を持つ人々を繋ぐネットワークである。ブリッジングタイ

（bridginng tie）は，社会的結束や異なる背景を持つ人々の間に生まれる問題を回避

するために重要であることが強調されてきた（Putnam，2000）。ブリッジングソー

シャル・キャピタルは，様々な政府部局が行う多くの包括的視座に基づく業務を支

えている。現代の英国は，社会経済情勢，年齢，人種や国籍といった点において，

一層多様化している。The Social Integration Commissionは，現在，イギリス国民が

背景の異なる人たちとどれだけ交流し関係を築いているのかを調査している。また，

同コミッションは異なるレベルの社会的な統合による財政的，社会的な恩恵やコス

トを把握しようとしている。ハッピーシティインデックス（Happy City Index）で

は，異世代間と異人種間の交流が幸福に関して良い影響を持つことを考慮し，ブリ

ッジングソーシャル・キャピタルを年齢と人種の観点から取り挙げている。現在，

人間関係の領域においてブリッジングソーシャル・キャピタル測定項目は含まれて

いないが，国家統計局は，将来そうした測定を取り組む可能性を検討している。  

 

 組織に対する信頼：ソーシャル・キャピタルに関する先行研究では，組織に対する信

頼はしばしば政府への信頼を意味している。他には，地方当局への信頼，警察や司

法機関への信頼，社会保障制度への信頼，メディアへの信頼だけでなく，慈善活動

やビジネス，銀行などにおける信頼が含まれる。これらの信頼は，健全に機能する

社会を測りうるソーシャル・キャピタルの重要な側面である。そこで，国家統計局

は，様々な機関における信頼の複合的な測定項目を将来提案すべきかを検討してい

る。  

 

 ソーシャル・キャピタルにおけるソーシャルメディアの役割：ソーシャルメディアの

使用に関する測定には，ある種のギャップがある。たしかに，ソーシャルメディア

は，社会的つながりや個人的な関係の主要な情報源であることから，ソーシャル・

キャピタルに一定程度の影響を与えているに違いない。しかし，ソーシャルメディ
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アは社会的なサポートや市民活動を提供する上で機能していたり，また信頼・規範

と関連がある場合も考えられる。現時点においては，ソーシャルメディアの使用や

社会的つながりに関連した調査アンケートはほとんどないことから，今後，検討を

必要とする分野である。  

 

＜修正版のソーシャル・キャピタル項目（※太字は追加項目）＞  

1.  人間関係  (personal relationships) 

 1週間に最低1回は，友達や親戚，同僚たちと付き合いで会う人の割合。  

 親しい友人が少なくとも1人はいる人の割合。  

 日常的に近所に住む人々と立ち話をする人の割合。  

 ソーシャルネットワークに登録している人の割合。  

 家庭生活における平均的な満足度  

 社会生活における平均的な満足度  

 常に，または，ほとんどの時間孤独を感じていた人々の割合（直近2週間）  

 「直近2週間の間，常に，もしくは，ほとんどの時間孤独を感じていた人々の割合

（出典：European Quality of Life Survey）は，新たに人間関係の領域に加えられた。

この測定は，個人が他者と全く接点を持たない際の社会からの孤立とは異なる。

孤独とは，他者の存在の中で経験する感情を表現した主観的なものさしである。

「孤独とは，わたしたちが持っていたり，持ちたいと思う社会的な繋がりの量の

間に生じる不一致」とも定義されている（Perlman and Peplau, 1981）。にもかか

わらずしばしば，家族や友人たちの幅広い支えとなる人脈を持たない個人が孤独

を感じたり，孤独が個人の幸福感の低さとも関係している（国家統計局，2013）。

孤独は，心身の健康に悪影響を与えることが明らかになっており，いくつかの政

策，コミュニティ介入，そして，孤独に立ち向かうための研究の核心となってい

る。とりわけ，老年者においては，孤独に終止符を打つためのキャンペーン（ the 

Campaign to End Loneliness）などが行われている。  

 

2.  ソーシャルネットワークサポート  (social network support) 

 深刻な問題に直面した時に頼ることのできる配偶者，家族，友人がいる人の割合。  

 一緒にもしくは別々に住んでいる病人，障害者，高齢者に対して，少なくとも１度は

支援を行ったことのある人の割合。  

 近所の人から物を借りたり，貸したりしたりする人の割合。  

 別々に暮らす親や16歳以上の子供から，実践的，もしくは，経済的な支援を定期的
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に受けている人々の割合。  

 「別々に暮らす親や16歳以上の子供から，実用的もしくは経済的な支援を定期的に

受けている人々の割合（出典：Understanding Society）の測定は，ギブアンドテイ

クの関係性をよりバランスを考慮して測定するため，ソーシャルネットワークサ

ポートの領域に加えられた。この測定において別々に暮らす親や16歳以上の子供

から個人が受けることのできる支援の種類とは，車を出してもらう（もしその人

達が車を所有していた場合），代わりに買い物をしてもらう，料理を提供してもら

うもしくは調理してもらう，洗濯，アイロンや掃除，個人的な事柄に対処しても

らう（会計，手紙の代筆等），装飾，ガーデニングや家の修理，経済的支援を想定

する。個人が親から得ることが出来る特定的な支援は，彼らの子供の面倒を見て

もらうことが想定できる。また，別々に住む16歳以上の子供から個人が受けるこ

とのできる特定的な支援は，身支度，食事，お風呂などの個人的なニーズに関す

る支援である。  

 

3.  社会参画  (civic engagement) 

 過去12か月においてボランティア活動をした人の割合。  

 直近 12か月において自身の地元地域の社会貢献活動に少なくとも一度は参加した人

の割合。  

 イギリスの総選挙で投票した人の割合。  

 直近12か月において少なくとも1度は政治的行為に参加した人の割合。  

 政治に対して明らかに，とても，もしくはかなり関心を持っている人の割合。  

 政治的，自発的，専門的もしくは娯楽的であるかを問わず，組織の一員となってい

る人の割合。  

 「政治的，自発的，専門的もしくは娯楽的であるかを問わず，組織の一員となっ

ている人々の割合」（出典：Understanding Society）は，社会参画の領域に加えら

れた。これは，社会組織の重要なものさしである。人々は，組織の一員となるこ

とを通して社会的なつながりを築く。これは，生活上の満足や信頼を得るために

は重要なことである。この測定には，以下の組織の一員であることを含む。すな

わち，政党，労働組合，環境団体，父母会／学校団体，借主者／居住者グループ

もしくは，自警団，宗教集団や協会機構，奉仕活動グループ，年金受給者のグル

ープ／組織，職能団体，他のコミュニティや市民団体，社交クラブ／労働者クラ

ブ，スポーツクラブ，婦人会／町の女性組合／女性団体／フェミニスト組織，そ

の他の団体や組織である。  
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 地元地域に影響を及ぼす決定に自身が影響を与えることができるという考えに対し

て，とても賛成，もしくは，どちらかと言うと賛成という人の割合。  

 「地元地域に影響を及ぼす決定に自身が影響を与えることができるという考え

に対して，明らかに賛成，もしくは，どちらかと言うと賛成という人々の割合」

（出典：Understanding Society）は，社会参画の領域に加えられた。一個人が自

身が保持する力や能力が状況や決断の点において影響を与えるというこの考え

は，いわゆる自己効力感の理論から派生した（Bandura, 1977）。自己効力感は，

ソーシャル・キャピタルに貢献する行動に従事するための個人の能力における

重要な要素であると考えられている（Bandura, 1994）。ある地域のなかで住民が

自身の地域に影響を与えることができると感じていれば，地域コミュニティは

より大きな力を得る可能性が高い。コミュニティのエンパワメントとは，地域

の環境やサービスを形作るために地域コミュニティが行動を起こしたり所有権

を得るプロセスのことを述べている。地域の決定に参加したり影響を与えるた

めの十分な機能を備えたコミュニティのほうが地域のエンパワメントは大きく

なる可能性が高いと考えられる。  

 

4.  信頼・規範  (trust and cooperative norms) 

 中央政府を信頼しているという人の割合。  

 ほとんどの人は信頼することができるという人の割合。  

 近所に住むほとんどの人は信頼できるという人の割合。  

 自身の周りに住む人達がその近所に住む人達を快く手助けするかという問いかけに，

同意，もしくはとても同意する人の割合。  

 暗くなってから地元地域を一人で歩くとき，安心して，もしくはとても安心して歩け

るという人の割合。  

 地元地域に属しているということをとても強く，もしくはかなり強く感じている人

の割合。  

 この「地元地域に属しているととても強く，もしくはかなり強く感じている人々

の割合」（出典：Community Life Survey）は，信頼・規範の領域に加えられた。

社会団体（家族や友達だけでなく，レクリエーショングループ，ボランティア

や政治的組織など）に属しているという意識は，人が普遍的に必要とする大変

重要なものであるとして，識者たち（Ryan, Deci 2000; Maslow 1954）が強調し

てきた。社会団体は結果として，健康や個人の感じる幸福感にとっても大変重

要となる可能性がある。地元地域に属しているという意識は，その地域コミュ
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ニティの中での繋がりや受け入れられているという感覚を示す。地元地域に属

していると感じている人々は，近所の人達と社会的つながりを築いてきたこと

が推察される。地元組織や地元社会活動にボランティアとして参加するなど，

公共心を基に行われる活動を通して地域コミュニティに参加すると，地元地域

に属しているという感覚が高まるかもしれない。また，自身の地元地域で信頼

や，有用，礼儀正しさや他者に対する寛大な気持ちといった社会的な価値が彼

らの近所で一般的な事柄となれば，もっと地元地域との繋がりを感じやすくな

るだろう。  

 自身の地域社会では異なった背景を持つ人々がうまく関係を築いているという考え

にとても賛成，もしくはどちらかと言うと賛成という人の割合。  

 「自身の地域社会では異なった背景を持つ人々がうまく関係を築いているとい

う考えに明確に賛成，もしくはどちらかと言うと賛成という人々の割合」（地域

生活調査 (Community Life Survey)は，信頼・規範の領域に加えられた。人々は，

年齢，性別，社会経済的集団，人種，国籍，または信念という点において異な

った背景を持つことがある。異なった背景をもつ人々が地元地域で上手くやっ

ていくことができたならば，彼らの間にいくらかの社会的つながりや，少なく

ともそのコミュニティのなかで信頼，他者に関する寛大な気持ち，尊敬といっ

た社会的価値が形成されることを合理的に予測することができる。  
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研究要旨  

欧米諸国の先行研究では，健康水準の地域差を議論する際に地理的な貧困（剥

奪）水準を示す単次元指標である deprivation indexに基づく検討が進められてい

る。この指標は，公的データ等を参照した合成値として算出され，その程度の差

が健康に及ぼす影響について明らかにされている。一連の研究成果が意図すると

ころは，我々が直面している健康状態の地域間の “ばらつき ”に対し，どのような

住民が居住しているのかという構成効果の視点に加えて，地理的な文脈効果（脈

絡効果）を考慮した対策のあり方への示唆である。そこで，本研究では，スウェ

ーデンの公的データ（2005年～2010年）を用いて地域レベルのdeprivation indexと

眼疾患（黄斑変性，白内障，緑内障，糖尿病関連眼疾患）との関係を定量的に明

らかにすることを目的とした。分析の結果，眼疾患の発症は，男性に比べて女性

で多く，年代が上がるにつれて増加していた。そして，男性での地理的剥奪指標

と眼疾患の関連では，年齢，世帯収入，婚姻歴，国籍，教育歴，都市規模，既往

歴を調整したところ地理的剥奪指標（Low）に居住する住民に比べて地理的剥奪

指標（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する住民の眼疾患を示すオ

ッズ比がそれぞれ1.13（95% CI, 1.11–1.15），1.15（95% CI, 1.12–1.18）であった。

同様に女性では，地理的剥奪指標（Low）に居住する住民に比べて地理的剥奪指

標（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する住民の眼疾患を示すオッ

ズ比がそれぞれ1.19（95% CI, 1.17–1.22），1.15（95% CI, 1.18–1.25）であった。以

上の結果より，男性，女性ともに地理的剥奪指標が眼疾患と関連していることが

示された。高齢化の進展に伴い，本研究で取り上げた眼疾患の患者数は今後，増
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加をしていくことが考えられる。したがって，予防，さらには早期発見・早期治

療の検討に際して地域の要因に目を向けた取り組みが進められることが望まれ

る。  

 
 
Ａ 研究目的  

欧米諸国の先行研究では，健康水準の地域差を議論する際に地理的な貧困（剥奪）

水準を示す単次元指標である deprivation indexに基づく検討が進められている（中谷 , 

2011）。この指標は，公的データ等を参照した合成値として算出され，その程度の差が

健康に及ぼす影響について明らかにされている。一連の研究成果が意図するところは，

我々が直面している健康状態の地域間の “ばらつき ”に対し，どのような住民が居住して

いるのかという構成効果の視点に加えて，地理的な文脈効果（脈絡効果）を考慮した

対策のあり方への示唆である（中谷 , 2011）。  

そこで，本研究では，スウェーデンの公的データ（2005年～2010年）を用いて地域

のdeprivation indexと眼疾患（黄斑変性，白内障，緑内障，糖尿病関連眼疾患）との関

係を定量的に明らかにすることを目的とした。なお，本稿では，先行研究を踏まえて

neighbourhood deprivationを地理的剥奪指標と訳して論じる。  

 

Ｂ 研究方法  

本研究では，スウェーデンの公的データ（Sweden Population Registry， Immigration 

Registry，Cause of Death Register， the National Pharmacy Register）を個人認証番号

（personal identifivcation number）に基づき統合を行い，分析を実施した。分析対象者は，

25歳～74歳の男性2,708,127名，女性2,692,235名である。なお，追跡期間は，2000年1月

～2010年12月である。  

地理的剥奪指標は，先行研究に基づき地域内の教育水準，収入状況，失業率，及び

社会保障受給者割合を示す指標から構成されている。本研究における地域の定義は，

スウェーデンの国勢調査単位（SAMS：small area market statistics）を用い，平均人口は

約2,000名である。眼疾患については，黄斑変性，白内障，緑内障，糖尿病関連眼疾患

を分析対象とした。さらに，本研究では，共変量として年齢，性別，教育歴，婚姻歴，

国籍，世帯収入，都市規模，既往歴を用いた。分析は，マルチレベルロジスティック

回帰分析により実施した。  

（倫理面への配慮）  

本研究のプロトコールは，Lund大学の倫理委員会で承認されている。  
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Ｃ 研究結果・考察  

分析対象者の特徴を表1に示した。眼疾患の発症は，男性に比べて女性で多く，年代

が上がるにつれて増加していた。表2には，男性での地理的剥奪指標と眼疾患の関連を

示した。その結果，地理的剥奪指標（Low）に居住する住民に比べて地理的剥奪指標

（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する住民の眼疾患を示すオッズ比は，

それぞれ1.19（95% confidence interval（CI） , 1.16–1.22），1.18（95% CI, 1.14–1.22）で

あった（Model 1）。年齢，世帯収入，婚姻歴，国籍，教育歴，都市規模，既往歴を調整

したところ（Model 2），地理的剥奪指標（Low）に居住する住民に比べて地理的剥奪指

標（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する住民の眼疾患を示すオッズ比

がそれぞれ1.13（95% CI, 1.11–1.15），1.15（95% CI, 1.12–1.18）であった（Model 2）。  

表3には，女性での地理的剥奪指標と眼疾患の関連を示した。その結果，地理的剥奪

指標（Low）に居住する住民に比べて地理的剥奪指標（Moderate），及び地理的剥奪指

標（High）に居住する住民の眼疾患を示すオッズ比は，それぞれ1.35（95% CI, 1.32–1.38），

1.44（95% CI, 1.40–1.49）であった（Model 1）。年齢，世帯収入，婚姻歴，国籍，教育

歴，都市規模，既往歴を調整したところ（Model 2），地理的剥奪指標（Low）に居住す

る住民に比べて地理的剥奪指標（Moderate），及び地理的剥奪指標（High）に居住する

住民の眼疾患を示すオッズ比がそれぞれ 1.19（ 95% CI, 1.17–1.22）， 1.22（ 95% CI, 

1.18–1.25）であった（Model 2）。  

以上の結果より，男性，女性ともに地理的剥奪指標が眼疾患と関連していることが

示された。高齢化の進展に伴い，本研究で取り上げた眼疾患の罹患者数は今後，増加

をしていくことが考えられる。したがって，予防，さらには早期発見・早期治療の検

討に際して地域の要因に目を向けた取り組みが進められることが望まれる。  
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表1 分析対象者の特性  

Population  Eye disease events 

 
N u m b e r  o f  

s u b j e c t s  
%  

 
N u m b e r  o f  

s u b j e c t s  
%  

To t a l  e v e n t s     4 2 6 8 2 1  
A g e - r e l a t e d  m a c u l a r  d e g e n e r a t i o n  

   
6 2 2 3 0  1 4 . 6  

C a t a r a c t  
   

2 4 2 9 1 1  5 6 . 9  
D i a b e t i c  r e t i n o p a t h y     1 6 4 7 8  3 . 9  
G l a u c o m a  

   
1 0 5 2 0 2  2 4 . 6  

G e n d e r  
  

M e n  2 7 0 8 1 2 7  5 0 . 1   1 7 8 7 4 4  4 1 . 9  
Wo m e n  2 6 9 2 2 3 5  4 9 . 9  

 
2 4 8 0 7 7  5 8 . 1  

Ag e  ( y e a r s )  
  

2 5 – 3 4  1 2 1 4 7 7 8  2 2 . 5  5 8 2 2  1 . 4  
3 5 – 4 4  1 2 1 0 1 0 8  2 2 . 4  1 6 7 4 7  3 . 9  
4 5 – 5 4  1 2 1 8 4 1 8  2 2 . 6  5 3 6 1 8  1 2 . 6  
5 5 – 6 4  1 0 2 6 1 8 4  1 9 . 0  1 3 1 3 6 4  3 0 . 8  
6 5 – 7 4  7 3 0 8 7 4  1 3 . 5  2 1 9 2 7 0  5 1 . 4  

E d u c a t i o n a l  a t t a i n m e n t  
  

≤  9  y e a r s  8 5 3 7 9 9  1 5 . 8  1 5 6 1 1 9  3 6 . 6  
1 0 – 1 1  y e a r s  5 5 5 0 3 9  1 0 . 3  3 2 4 5 7  7 . 6  
≥  1 2  y e a r s  3 9 9 1 5 2 4  7 3 . 9  2 3 8 2 4 5  5 5 . 8  

M a r i t a l  s t a t u s               
M a r r i e d / c o h a b i t i n g  2 7 8 4 3 1 4  5 1 . 6  2 6 6 7 7 3  6 2 . 5  
N e v e r  m a r r i e d .  W i d o w e d .  o r  d i v o r c e d  2 6 1 6 0 4 8  4 8 . 4  1 6 0 0 4 8  3 7 . 5  

F a m i l y  i n c o m e  ( q u a r t i l e s )               
 L o w  i n c o m e  1 3 5 0 6 7 7  2 5 . 0  9 1 6 6 9  2 1 . 5  
 M i d d l e – l o w  i n c o m e  1 3 5 2 4 4 3  2 5 . 0  1 2 4 6 1 3  2 9 . 2  
 M i d d l e – h i g h  i n c o m e  1 3 4 8 1 4 4  2 5 . 0  1 1 1 3 3 4  2 6 . 1  
H i g h  i n c o m e  1 3 4 9 0 9 8  2 5 . 0  9 9 2 0 5  2 3 . 2  

I m m i g r a n t  s t a t u s             
  

S w e d e n  4 6 4 4 1 3 8  8 6 . 0  3 7 7 0 4 7  8 8 . 3  
F i n l a n d  1 7 5 2 6 2  3 . 2  1 5 8 3 8  3 . 7  
We s t e r n  c o u n t r i e s  5 4 4 1 2  1 . 0  5 2 3 3  1 . 2  
E a s t e r n  E u r o p e a n  c o u n t r i e s  1 0 6 0 2 1  2 . 0  5 4 8 4  1 . 3  
M i d d l e  E a s t e r n  c o u n t r i e s  1 2 0 5 1 3  2 . 2  5 1 9 3  1 . 2  
O t h e r s  3 0 0 0 1 6  5 . 6  1 8 0 2 6  4 . 2  

R e g i o n  o f  r e s i d e n c e               
L a r g e  c i t i e s  2 7 3 0 3 7 8  5 0 . 6  1 8 1 0 7 3  4 2 . 4  
M e d i u m - s i z e d  c i t i e s  1 7 9 6 6 4 5  3 3 . 3  1 5 8 6 1 9  3 7 . 2  
S m a l l  t o w n  o r  r u r a l  a r e a  8 7 3 3 3 9  1 6 . 2  8 7 1 2 9  2 0 . 4  

H o s p i t a l i z a t i o n  
  c h r o n i c  l o we r  r e s p i r a t o r y  d i s e a s e       

No 5240769 97.0  400305 93.8 
Yes 159593 3.0  26516 6.2 

a l c o h o l i s m  a n d  r e l a t e d  l i v e r  d i s e a s e             
  

No 5272568 97.6  417902 97.9 
Yes 127794 2.4  8919 2.1 

o b e s i t y             
  

No 5335751 98.8  420230 98.5 
Yes 64611 1.2  6591 1.5 

Ty p e  2  d i a b e t e s             
  

No 5202436 96.3  372576 87.3 
Yes 197926 3.7  54245 12.7 

Co r o n a r y  h e a r t  d i s e a s e             
  

No 5052329 93.6  354622 83.1 
Yes 348033 6.4  72199 16.9 

St r o k e             
  

No 5185851 96.0  381575 89.4 
Yes 214511 4.0  45246 10.6 

Hy p e r t e n s i o n             
  

No 5208783 96.5  393697 92.2 
Yes 191579 3.5   33124 7.8 
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表2 マルチレベルロジスティック回帰分析（男性）  

M o d e l  1    M o d e l  2  

  O R  9 5 %  C I    O R  9 5 %  C I  p - v a l u e  

N e i g h b o r h o o d  d e p r i v a t i o n  ( r e f .  L o w  d e p r i v a t i o n )  
M o d e r a t e  1 . 1 9  1 . 1 6  1 . 2 2  1 . 1 3  1 . 1 1  1 . 1 5  < 0 . 0 0 1  
H i g h  1 . 1 8  1 . 1 4  1 . 2 2  1 . 1 5  1 . 1 2  1 . 1 8  < 0 . 0 0 1  

A g e  1 . 1 0  1 . 1 0  1 . 1 1  < 0 . 0 0 1  
F a m i l y  i n c o m e  ( r e f .  H i g h  i n c o m e )  

M i d d l e - h i g h  i n c o m e  0 . 9 8  0 . 9 7  0 . 9 9  0 . 0 0 3  
M i d d l e - l o w  i n c o m e  0 . 9 3  0 . 9 2  0 . 9 5  < 0 . 0 0 1  
L o w  i n c o m e  0 . 8 6  0 . 8 4  0 . 8 7  < 0 . 0 0 1  

M a r i t a l  s t a t u s  ( r e f .  M a r r i e d / c o - h a b i t i n g )  
N e v e r  M a r r i e d . w i d o w e d .  d i v o r c e d  0 . 8 9  0 . 8 8  0 . 9 0  < 0 . 0 0 1  

I m m i g r a n t s  ( r e f .  S w e d e n )  
F i n l a n d  0 . 8 7  0 . 8 4  0 . 8 9  < 0 . 0 0 1  
We s t e r n  c o u n t r i e s  0 . 8 8  0 . 8 4  0 . 9 3  < 0 . 0 0 1  
E a s t e r n  E u r o p e a n  c o u n t r i e s  0 . 8 6  0 . 8 3  0 . 9 0  < 0 . 0 0 1  
M i d d l e  E a s t e r n  c o u n t r i e s  1 . 4 4  1 . 3 8  1 . 5 1  < 0 . 0 0 1  
O t h e r s  1 . 0 1  0 . 9 8  1 . 0 3  0 . 6 8 9  

E d u c a t i o n  a t t a i n m e n t  ( r e f .  ≥  1 2  y e a r s )  
≤  9  y e a r s  0 . 9 2  0 . 9 1  0 . 9 3  < 0 . 0 0 1  
1 0 – 1 1  y e a r s  0 . 9 7  0 . 9 5  0 . 9 9  0 . 0 0 9  

U r b a n / r u r a l  s t a t u s  ( r e f .  L a r g e  c i t i e s )  
M e d i u m - s i z e d  c i t i e s  1 . 2 1  1 . 1 9  1 . 2 3  < 0 . 0 0 1  
S m a l l  t o w n  o r  r u r a l  a r e a  1 . 3 3  1 . 3 0  1 . 3 5  < 0 . 0 0 1  

C o m o r b i d i t i e s  

Ch r o n i c  l o w e r  r e s p i r a t o r y  d i s e a s e   ( R e f .  N o n )  1 . 3 3  1 . 3 0  1 . 3 6  < 0 . 0 0 1  
Al c o h o l i s m  a n d  r e l a t e d  l i v e r  d i s e a s e  ( R e f .  N o n )  1 . 0 5  1 . 0 2  1 . 0 8  < 0 . 0 0 1  
Ob e s i t y  ( R e f .  N o n )  1 . 1 2  1 . 0 6  1 . 1 8  < 0 . 0 0 1  
Co r o n a r y  h e a r t  d i s e a s e  ( R e f .  N o n )  1 . 1 2  1 . 1 1  1 . 1 4  < 0 . 0 0 1  
Di a b e t e s  ( R e f .  N o n )  3 . 3 4  3 . 2 9  3 . 3 9  < 0 . 0 0 1  
Dt r o k e  ( R e f .  N o n )  1 . 0 6  1 . 0 5  1 . 0 8  < 0 . 0 0 1  
Hy p e r t e n s i o n  ( R e f .  N o n )  1 . 2 2  1 . 1 9  1 . 2 4  < 0 . 0 0 1  

Va r i a n c e  ( S . E . )  0 . 1 3 2  ( 0 . 0 0 3 )  0 . 0 6 4  ( 0 . 0 0 2 )  
E xp l a i n e d  va r i a n c e  ( % )  2  5 3  
I n t r a  c l a s s  c o r r e l a t i o n   0 . 0 3 9    0 . 0 1 9  

Model 1: Crude model 

Model 2: Adjusted for age, family income, marital status, region of regidence, imigrants,  

rural/urban status, educational level and comorbitities  

OR, odds ratio; 95% CI, 95% confidence interval 
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表3 マルチレベルロジスティック回帰分析（女性）  

M o d e l  1    M o d e l  2  

  O R  9 5 %  C I    O R  9 5 %  C I  p - v a l u e  

N e i g h b o r h o o d  d e p r i v a t i o n  ( r e f .  L o w  d e p r i v a t i o n )  
M o d e r a t e  1 . 3 5  1 . 3 2  1 . 3 8  1 . 1 9  1 . 1 7  1 . 2 2  < 0 . 0 0 1  
H i g h  1 . 4 4  1 . 4 0  1 . 4 9  1 . 2 2  1 . 1 8  1 . 2 5  < 0 . 0 0 1  

A g e  1 . 1 2  1 . 1 2  1 . 1 3  < 0 . 0 0 1  
F a m i l y  i n c o m e  ( r e f .  H i g h  i n c o m e )  

M i d d l e - h i g h  i n c o m e  1 . 0 2  1 . 0 0  1 . 0 3  0 . 0 1 6  
M i d d l e - l o w  i n c o m e  0 . 9 9  0 . 9 8  1 . 0 1  0 . 2 7 1  
L o w  i n c o m e  0 . 8 9  0 . 8 8  0 . 9 1  < 0 . 0 0 1  

M a r i t a l  s t a t u s  ( r e f .  M a r r i e d / c o - h a b i t i n g )  
N e v e r  M a r r i e d . w i d o w e d .  d i v o r c e d  0 . 9 3  0 . 9 2  0 . 9 4  < 0 . 0 0 1  

I m m i g r a n t s  ( r e f .  S w e d e n )  
F i n l a n d  0 . 9 5  0 . 9 3  0 . 9 7  < 0 . 0 0 1  
We s t e r n  c o u n t r i e s  0 . 9 1  0 . 8 7  0 . 9 5  < 0 . 0 0 1  
E a s t e r n  E u r o p e a n  c o u n t r i e s  0 . 7 2  0 . 6 9  0 . 7 5  < 0 . 0 0 1  
M i d d l e  E a s t e r n  c o u n t r i e s  1 . 2 6  1 . 2 0  1 . 3 2  < 0 . 0 0 1  
O t h e r s  0 . 9 2  0 . 9 0  0 . 9 4  < 0 . 0 0 1  

E d u c a t i o n  a t t a i n m e n t  ( r e f .  ≥  1 2  y e a r s )  
≤  9  y e a r s  0 . 9 5  0 . 9 4  0 . 9 6  < 0 . 0 0 1  
1 0 – 1 1  y e a r s  0 . 9 8  0 . 9 7  1 . 0 0  0 . 0 5 7  

U r b a n / r u r a l  s t a t u s  ( r e f .  L a r g e  c i t i e s )  
M e d i u m - s i z e d  c i t i e s  1 . 2 4  1 . 2 1  1 . 2 6  < 0 . 0 0 1  
S m a l l  t o w n  o r  r u r a l  a r e a  1 . 3 8  1 . 3 5  1 . 4 1  < 0 . 0 0 1  

C o m o r b i d i t i e s  

Ch r o n i c  l o w e r  r e s p i r a t o r y  d i s e a s e   ( R e f .  N o n )  1 . 3 4  1 . 3 1  1 . 3 7  0 . 0 5 7  
Al c o h o l i s m  a n d  r e l a t e d  l i v e r  d i s e a s e  ( R e f .  N o n )  1 . 0 5  1 . 0 1  1 . 1 0  0 . 0 1 2  
Ob e s i t y  ( R e f .  N o n )  1 . 1 7  1 . 1 2  1 . 2 1  < 0 . 0 0 1  
Co r o n a r y  h e a r t  d i s e a s e  ( R e f .  N o n )  1 . 2 0  1 . 1 9  1 . 2 2  < 0 . 0 0 1  
Di a b e t e s  ( R e f .  N o n )  2 . 7 3  2 . 6 8  2 . 7 8  < 0 . 0 0 1  
Dt r o k e  ( R e f .  N o n )  1 . 0 3  1 . 0 1  1 . 0 5  0 . 0 0 3  
Hy p e r t e n s i o n  ( R e f .  N o n )  1 . 2 6  1 . 2 4  1 . 2 8  < 0 . 0 0 1  

Va r i a n c e  ( S . E . )  0 . 1 7 6  ( 0 . 0 0 4 )  0 . 0 9 1  ( 0 . 0 0 2 )  
E xp l a i n e d  va r i a n c e  ( % )  6  5 2  
I n t r a  c l a s s  c o r r e l a t i o n   0 . 0 5 1    0 . 0 2 7  

Model 1: Crude model 

Model 2: Adjusted for age, family income, marital status, region of regidence, imigrants,  

rural/urban status, educational level and comorbitities  

OR, odds ratio; 95% CI, 95% confidence interval 

 

Ｅ 結論  

本研究では，高齢化の進展に伴い健康課題となる眼疾患を取り上げ，地域変数であ

る地理的剥奪指標との関係について検討を行った。10年間のフォローアップデータを

活用して検討を行った結果，両者間で関係が認められた。平成25年度の研究から継続

して地域要因に着目し，健康課題との関係について定量的な解析を進めてきた。そし

て，メンタルヘルス，眼疾患，さらには死亡リスクと関連することを報告してきた。
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一連の結果がもたらす示唆は，復興に際して個人の健康づくりを支える環境づくりの

必要性である。今後は，こうした環境下での具体的な介入研究による更なる検討が強

く望まれる。  
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研究要旨  

近年，遺伝素因と社会環境の相互関係が健康に及ぼす影響が指摘され始めてい

る。例えば，精神疾患は，家族歴を診断や経過予測において考慮する必要性が指

摘されている。また，地域内の人間関係を意味するソーシャル・キャピタルは，

精神疾患と関係していることも報告されている。そこで，本研究では，うつ病の

家族歴とソーシャル・キャピタルの関係が大うつ病の発症に及ぼす影響について

定量的に明らかにすることを目的とした。本研究では，スウェーデンの75のプラ

イマリヘルスケアセンターで記録されたメディカルレコードを他の公的データと

個人認証番号に基づき統合し，分析を実施した。分析対象者は， 30歳以上男性

139,315名，女性190,978名であり，追跡期間は2001年1月1日～2007年12月31日であ

る。2001～07年の追跡期間中に大うつ病と診断された者は，45,774名であった。

大うつ病の家族歴を有する者のオッズ比は，1.47であった。さらには，個人特性

等で調整後のオッズ比は1.56であり，有意な関係が認められた。なお，ソーシャ

ル・キャピタルと大うつ病の間には関係を認めなかった。ただし，家族歴とソー

シャル・キャピタルの両者の影響を考慮すると大うつ病のリスクが上昇する可能

性が認められた。以上の通り，遺伝素因と社会環境の組み合わせが大うつ病の発

症に影響を及ぼすことが示唆された。遺伝素因は当然変えることが出来ないが，

社会環境という改善可能な要因に目を向けることで，より効果的な予防活動のあ

り方が検討できるものと考える。  
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Ａ 研究目的  

近年，遺伝素因と社会環境の相互関係が健康に及ぼす影響が指摘され始めている。

例えば，精神疾患は，家族歴を診断や経過予測において考慮する必要性が指摘されて

いる（日本うつ病学会治療ガイドライン，2013）。また，ソーシャル・キャピタルは，

精神疾患と関係していることも報告されている（Sundquist，2014）。そこで，本研究で

は，うつ病の家族歴とソーシャル・キャピタルの関係が大うつ病の発症に及ぼす影響

について定量的に明らかにすることを目的とした。  

 

Ｂ 研究方法  

本研究では，スウェーデンの75のプライマリヘルスケアセンターで記録されたメデ

ィカルレコードを他の公的データと個人認証番号（personal identifivcation number）に

基づき統合を行い，分析を実施した。分析対象者は， 30歳以上男性 139,315名，女性

190,978名である。追跡期間は，2001年1月1日～2007年12月31日である。  

ソーシャル・キャピタルは，地域の選挙投票率（ local government election）を用いた。

そして，各地域の投票率に基づき，low（≤74.0%），moderate（74.1%–82.0%），high（>82.0%）

に区分した。なお，本研究での地域の定義は，スウェーデンの国勢調査単位（SAMS：

small area market statistics）を用い，その平均人口は約2,000名である。さらに，分析で

は，共変量として性別，年齢，教育歴，世帯収入，国籍，地域の貧困度（neighbourhood 

deprivation）を用い，マルチレベルロジスティック回帰モデルにより実施した。  

（倫理面への配慮）  

本研究のプロトコールは，Lund大学の倫理委員会で承認されている。  

 

Ｃ 研究結果・考察  

分析対象者の特徴を表1に示した。2001～07年の追跡期間中に大うつ病と診断された

者は，45,774名であった。表2には，家族歴と大うつ病の関係，及び他の変数で調整後

の両者の関係について示した。その結果，大うつ病の家族歴を有する者のオッズ比は，

1.47であった（Model 1）。さらには，調整後のオッズ比は1.56であり，有意な関係が認

められた（Model 2）。なお，Model 2でソーシャル・キャピタルと大うつ病の間には関

係を認めなかった。  

表3には，家族歴とソーシャル・キャピタルの組み合わせに基づくオッズ比を示した。

その結果，家族歴の有無に加えてソーシャル・キャピタルが低いと大うつ病のリスク

が上昇する可能性が認められた。  

以上の通り，遺伝素因と社会環境の組み合わせが大うつ病の発症に影響を及ぼすこ



37 
 

とが示された。遺伝素因は当然変えることが出来ないが，社会環境という改善可能な

要因に目を向けることで，より効果的な予防活動の在り方が検討できるものと考える。 
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表1 分析対象者の特性  

 

 

S t u d y  

p o p u l a t i o n ( N )  
D i s t r i b u t i o n ( % )  

D e p r e s s i o n  

e v e n t s ( N )  

D e p r e s s i o n  e v e n t s  
  

4 5 , 7 7 4  

G e n d e r  

M e n  1 3 9 , 3 1 5  4 2 . 2  1 3 , 2 5 1  

F e m a l e s  1 9 0 , 9 7 8  5 7 . 8  3 2 , 5 2 3  

A g e  ( y e a r s )  
 

3 0 - 3 9  8 3 , 1 3 9  2 5 . 2  1 0 , 4 3 8  

4 0 - 4 9  7 1 , 6 3 9  2 1 . 7  1 0 , 7 6 1  

5 0 - 5 9  7 0 , 4 4 0  2 1 . 3  1 0 , 0 0 3  

6 0 - 6 9  4 8 , 5 0 5  1 4 . 7  5 , 5 4 7  

> = 7 0  5 6 , 5 7 0  1 7 . 1  9 , 0 2 5  

C o u n t r y  o f  o r i g i n  
 

S w e d e n  2 6 3 , 6 5 1  7 9 . 8  3 5 , 1 0 7  

F i n l a n d  1 5 , 2 9 9  4 . 6  2 , 1 3 9  

We s t e r n  c o u n t r i e s  3 , 8 5 2  1 . 2  4 6 4  

E a s t e r n  E u r o p e a n  c o u n t r i e s  4 , 2 4 5  1 . 3  8 5 5  

M i d d l e  E a s t e r n  c o u n t r i e s  1 7 , 4 1 5  5 . 3  3 , 4 1 6  

O t h e r s  2 5 , 8 3 1  7 . 8  3 , 7 9 3  

E d u c a t i o n a l  a t t a i n m e n t             
 

           

≤  9  y e a r s  7 1 , 3 6 2  2 1 . 6  1 1 , 6 2 8  

1 0 – 1 1  y e a r s  9 2 , 0 2 8  2 7 . 9  1 3 , 6 7 2  

≥  1 2  y e a r s  1 6 6 , 9 0 3  5 0 . 5  2 0 , 4 7 4  

F a m i l y  i n c o m e             
 

           

Q u a r t i l e 1  ( L o w )  8 2 , 7 5 9  2 5 . 1  1 3 , 5 2 0  

Q u a r t i l e 2  8 2 , 5 6 2  2 5 . 0  1 2 , 8 8 6  

Q u a r t i l e 3  8 2 , 5 2 5  2 5 . 0  1 0 , 9 4 7  

Q u a r t i l e 4  ( H i g h )  8 2 , 4 4 7  2 5 . 0  8 , 4 2 1  

M a j o r  d e p r e s s i o n             
 

           

N e v e r  m a j o r  d e p r e s s i o n  2 5 1 , 2 6 9  7 6 . 1  
 

I n p a t i e n t  a d m i s s i o n  2 , 0 8 5  0 . 6  1 , 1 5 5  

O u t p a t i e n t  a d m i s s i o n  2 , 7 9 5  0 . 8  1 , 3 5 5  

P r i m a r y  c a r e  7 4 , 1 4 4  2 2 . 4  4 3 , 2 6 4  

F a m i l y  h i s t o r y  o f  d e p r e s s i o n  1 , 2 4 9  0 . 4  4 9 3  

L i n k i n g  s o c i a l  c a p i t a l  
 

L o w  9 3 ,5 1 0  2 8 . 3  1 4 ,5 2 2  

M i d d l e  1 6 2 ,7 1 3  4 9 . 3  2 2 ,7 8 5  

H i g h  7 4 ,0 7 0  2 2 . 4  8 ,4 6 7  
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表2 マルチレベルロジスティック回帰分析  

M o d e l  1  M o d e l  2 

  O R  9 5 %  C I   O R  9 5 %  C I  P - v a l u e  

F a m i l y  h i s t o r y  o f  d e p r e s s i o n  ( r e f .  N o )  1 . 4 7  1 . 3 2  1 . 6 3   1 . 5 6  1 . 4 0  1 . 7 3  < 0 . 0 0 1   

N e i g h b o r h o o d  d e p r i v a t i o n  ( r e f .  L o w )          

M o d e r a t e      0 . 9 9  0 . 9 3  1 . 0 5  0.617 

H i g h      1 . 1 0  1 . 0 1  1 . 2 0  0.036 

L i n k i n g  s o c i a l  c a p i t a l  ( r e f .  H i g h )          

L o w      0 . 9 9  0 . 9 0  1 . 0 8  0.764 

M i d d l e      1 . 0 7  0 . 9 9  1 . 1 4  0.072 

A g e  ( y e a r s )      1 . 0 0  1 . 0 0  1 . 0 0  < 0 .0 0 1   

G e n d e r  t o  f e m a l e  ( r e f .  M a l e )      1 . 8 9  1 . 8 5  1 . 9 4  < 0 . 0 0 1   

C o u n t r y  o f  o r i g i n  ( r e f .  S w e d e n )          

F i n l a n d      0 . 9 9  0 . 9 4  1 . 0 4  0 . 6 8 9   

We s t e r n  c o u n t r i e s      0 . 9 3  0 . 8 4  1 . 0 3  0 . 1 9 4   

E a s t e r n  E u r o p e a n  c o u n t r i e s      1 . 6 7  1 . 5 4  1 . 8 2  < 0 .0 0 1   

M i d d l e  E a s t e r n  c o u n t r i e s      1 . 7 4  1 . 6 5  1 . 8 3  < 0 .0 0 1   

O t h e r s      1 . 1 3  1 . 0 9  1 . 1 8  < 0 .0 0 1   

E d u c a t i o n  a t t a i n m e n t  ( r e f .  ≥  1 2  y e a r s )          

≤  9  y e a r s      1 . 1 8  1 . 1 4  1 . 2 1  < 0 .0 0 1   

1 0 – 1 1  y e a r s      1 . 1 8  1 . 1 5  1 . 2 1  < 0 .0 0 1   

F a m i l y  i n c o m e  (  r e f .  H i g h e s t  q u a r t i l e s )          

M i d d l e - h i g h  i n c o m e      1 . 2 3  1 . 1 9  1 . 2 8  < 0 .0 0 1   

M i d d l e - l o w  i n c o m e      1 . 3 7  1 . 3 2  1 . 4 1  < 0 . 0 0 1   

L o w  i n c o m e      1 . 4 0  1 . 3 5  1 . 4 4  < 0 .0 0 1   

         
Va r i a n c e  ( S . E . )  0 . 1 3 8  ( 0 . 0 0 9 )   0 . 1 0 3  ( 0 . 0 0 7 )  

E xp l a i n e d  va r i a n c e  ( % )  0   2 5  

 

表3 家族歴とソーシャル・キャピタルの関係性  

 O R  9 5 %  C I  

F a m i l y  h i s t o r y  ( n o )  ×  S o c i a l  c a p i t a l  ( h i g h )  1  

F a m i l y  h i s t o r y  ( n o )  ×  S o c i a l  c a p i t a l  ( i n t e r m e d i a t e )  1 . 0 6  0 . 9 9  1 . 1 4  

F a m i l y  h i s t o r y  ( n o )  ×  S o c i a l  c a p i t a l  ( l o w )  0 . 9 9  0 . 9 0  1 . 0 8  

F a m i l y  h i s t o r y  ( y e s )  ×  S o c i a l  c a p i t a l  ( h i g h )  1 . 3 5  1 . 0 6  1 . 7 1  

F a m i l y  h i s t o r y  ( y e s )  ×  S o c i a l  c a p i t a l  ( i n t e r m e d i a t e )  1 . 7 3  1 . 4 8  2 . 0 2  

F a m i l y  h i s t o r y  ( y e s )  ×  S o c i a l  c a p i t a l  ( l o w )  1 . 5 8  1 . 2 5  2 . 0 0  
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Ｅ 結論  

これまでの先行研究の多くでソーシャル・キャピタルが健康に良好な影響を及ぼす

ことが報告されてきた。その一方で具体的な活動へと展開していく際に「どのような

対象に」「どのような介入をするべきであるのか」という議論におけるある種の“手詰

まり感”も指摘されつつある。そこで，本研究では，大うつ病の家族歴に着目して，

両者の関係より大うつ病のリスクについて検討を行ったものである。こうしたエビデ

ンスの蓄積は，ソーシャル・キャピタルが有用と考えられる対象をより具体的に絞る

ことが可能となり，結果として効率的な介入試案の検討へとつながっていくことが期

待できる。  

被災地では，メンタルヘルス対策の必要性が危惧されている中で，「ソーシャル・キ

ャピタルが豊かであるとメンタルヘルスも良好である」という知見の発信にとどまっ

ている。したがって，今後は，介入研究の進展が必要である。  

 

参考文献  

 日本うつ病学会治療ガイドライン  

（http://www.secretariat.ne.jp/jsmd/mood_disorder/img/130924.pdf）  

 Sundquist J, Hamano T, Li X, Kawakami N, Shiwaku K, Sundquist K. Neighborhood linking 

social capital as a predictor of psychiatric medication prescription in the elderly: a 

Swedish national cohort study. J  of Psych Res 2014. 55: 44–51. 

 

Ｆ 健康危険情報  

なし  

 

Ｇ 研究発表  

１ 論文発表  

なし  

 

２ 学会発表  

なし  

 

Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１ 特許取得  

  なし  
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２ 実用新案登録  

  なし  

３ その他  
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厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）  

 
分担研究報告書  

 
 

地域コミュニティの維持・存続のために何が重要か  
―ソーシャル・キャピタル，生活意識の効果について―  

 
 

研究分担者   片岡佳美    島根大学法文学部        准教授  

研究協力者   白石絢也   SPReD             代表  

 

研究要旨  

今日，日本の農山村では，過疎化・高齢化の進行が深刻となっている。そうし

た中で集落危機の問題に関しては，現役世代の人たちの流出を食い止め，定住を

促進することを目指した地域活性化の取り組みが進められている。本研究では，

農山村住民の現役世代の定住意志に何が影響しているのかについて，特にソーシ

ャル・キャピタルや地域コミュニティでの生活意識といった要因の効果に注目し

て，島根県飯石郡飯南町，及び隠岐郡隠岐の島町で得た量的調査のデータを分析

した。  

分析の結果より，ソーシャル・キャピタル変数として「信頼」「互酬性」「参加」，

地域コミュニティでの生活意識に関する変数として「地域に対する誇り」「地域生

活の満足度」を取り上げた場合，定住意志に最も効果を持っているのは「地域に

対する誇り」であった。ただし，「地域に対する誇り」は，「互酬性」などソーシ

ャル・キャピタルの変数との関連も強かった。以上より，定住意志にソーシャル・

キャピタルは直接的に影響しないが，定住意志に直接影響する，住んでいる地域

を誇りに思う態度がソーシャル・キャピタルと関係するということが示された。

以上の知見は，地域コミュニティの維持・存続のために，ソーシャル・キャピタ

ルがどのように機能しているかということについての仮説となり得るのではない

だろうか。  

 
 
Ａ 研究目的  

今日，日本の農山村では，過疎化・高齢化の進行が深刻となっている。農山村の人

びとの生活は従来，農作業，農道・生活道づくり，冠婚葬祭，防災から日常的な助け

合いまで，地域コミュニティによって支えられてきた。地域コミュニティの構成員で
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ある住民が減少したり高齢化したりすると，そうした活動の担い手が確保できず，結

果的に地域コミュニティの維持・存続が困難となる。また，残された住民の生活も行

き詰まってしまう。いわゆる「限界集落」の問題である。  

こうした集落危機の問題は，住民が自ら生活する集落について諦めや行き詰まりを

感じていれば，より深刻になると思われる。筆者らは，先行研究において住民の生活

意識と集落の高齢化率・人口減少率との関連を検討した結果，住民のネガティヴな生

活意識は，必ずしも高齢化率あるいは人口減少率が高くなるほど見られるような現象

ではなく，むしろ過疎・高齢化が中程度に進んでいる集落において見られるという傾

向を見いだした。過疎・高齢化で「限界集落」になる以前から，集落危機を深刻化さ

せる状況があるということが示唆された（片岡 , 2012）。  

ところで，集落危機の問題に関しては，現役世代の人たちの流出を食い止め定住を

促進することを目指した地域活性化の取り組みもさかんである。そこで，本研究では，

農山村住民の現役世代の定住意志に何が影響しているのかについて，特にソーシャ

ル・キャピタルや地域コミュニティでの生活意識といった要因の効果に注目して，島

根県飯石郡飯南町，及び隠岐郡隠岐の島町で実施した量的調査のデータの分析を行っ

た。  

 

Ｂ  研究方法  

本研究では，2つの調査データを用いた。1つは，2012年1月に飯南町で行った質問紙

調査である。対象は20歳以上の男女で，選挙人名簿からランダムサンプリングによっ

て907人を選出し，637票の有効回答を得た。質問紙の配布・回収は郵送で実施した。

もう1つの調査は，2009年12月に隠岐の島町で，30～40代の男女を対象に実施した。同

じく選挙人名簿からランダムサンプリングによって600人を選出し，郵送による質問紙

の配布・回収で，275票の有効回答を得た。  

両調査は，別の目的で実施された調査であることから，含まれる質問項目も異なっ

ている。しかし，住民の定住意志，ソーシャル・キャピタル，地域コミュニティでの

生活意識に関する項目が含まれている。したがって，本研究では，2つの地域からのデ

ータで，それぞれの関係を分析し結果を比較することを通して，地域コミュニティの

維持・存続に対するソーシャル・キャピタルや生活意識の効果について仮説的見解を

述べることとした。なお，現役世代の定住意志を問題にするため，40代までのケース

のみを分析対象とした。  

（倫理面への配慮）  

本稿の内容は，本人の自由意思に基づく調査協力により得られた結果であり，また
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個人が特定されないよう配慮を実施した。  

 

Ｃ 研究結果・考察  

 分析より両地域の調査データでも，ソーシャル・キャピタル変数として「信頼」「互

酬性」「参加」，地域コミュニティでの生活意識に関する変数として「地域に対する誇

り」「地域生活の満足度」を取り上げた場合，定住意志に最も効果を持っているのは「地

域に対する誇り」であった。ただし，「地域に対する誇り」は，飯南町にしても隠岐の

島町にしても，「互酬性」などソーシャル・キャピタルの変数との関連も強かった。つ

まり，定住意志にソーシャルキャピタルは直接的に影響しないが，定住意志に直接影

響する，住んでいる地域を誇りに思う態度がソーシャル・キャピタルと関係するとい

うことが示唆された。  

 

図 1 パス図（飯南町）  

 
図 2 パス図（隠岐の島町）  
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 これらの結果から，地域コミュニティの維持・存続にとっては，ソーシャル・キャ

ピタルだけでなく，住民が地域生活をどう評価し意味づけるかということが重要であ

るということが示唆された。というより，ソーシャル・キャピタルの力は，地域生活

に対するポジティヴな意味づけを介して発揮されることが推察された。  

 

Ｅ  結論  

住んでいる地域を誇りに思うという，地域生活についての積極的意味づけが地域活

性化の鍵を握るということについては，われわれのこれまでのフィールドワークを通

じても実感されることである。今回の分析結果は，そうした積極的意味づけに，ソー

シャル・キャピタルが影響しているということを示唆した知見であると考えられる。

これは，地域コミュニティの維持・存続のために，ソーシャル・キャピタルがどのよ

うに機能しているかということについての仮説となり得るのではないだろうか。  

 

参考文献  

 片岡佳美．集落の過疎・高齢化と住民の生活意識―島根県中山間地域での量的調査デ

ータをもとに―．山陰研究  5：19–31．2012．  
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Ｇ 研究発表  

１  論文発表  
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２  学会発表  

 なし  

 

Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１  特許取得  

なし  

２  実用新案登録  

なし  
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厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）  

 
分担研究報告書  

 
 

地域の特徴を活かしたソーシャル・キャピタル醸成のモデル  
 
 
研究代表者  濱野 強      島根大学研究機構戦略的研究推進ンセンター 

 准教授 

   研究協力者  北湯口 純     身体医学教育研究所うんなん   主任研究員 

 

研究要旨  

ソーシャル・キャピタルの重要性が指摘されている中で，具体的にどのような

方法で醸成するかについては十分な知見が得られていない。こうした課題を解決

するためには，ソーシャル・キャピタルを醸成する「場」という視点に加えて，

自身が住まう地域やそこに集う他者への関心を喚起する「仕掛け」が重要である。

そのためには，住民が自身の都合で参加し（強制的ではなく），結果として地域へ

の思いや人と人とのつながりを形成してくことができれば，ソーシャル・キャピ

タルの醸成・維持につながると考えられる。そこで，本研究では，地域のオリジ

ナル体操の普及に着目してソーシャル・キャピタルの醸成のあり方を考察し，か

つ，被災地で実施する意義について検討を行った。  

島根県の山間部に位置する雲南市では，地域自主組織を単位としてオリジナル

体操を開発する取り組みが進められていた。本取り組みは，以下の2点において，

ソーシャル・キャピタルの醸成に有用であると考えられた。第一に体操は，個人

の日常的な都合に合わせて実施することが可能であり，また，地域の会合やサロ

ン等でも実施することができる。したがって，地域で広く受け入れられる可能性

がある。第二には，既存の体操を普及させるのではなく，“地域オリジナル”の体

操を開発することにより，体操自体に愛着が生まれる点にある。例えば，体操を

幼稚園や小学校で取り入れることによって，世代を超えた広がりが期待できる。

さらには，地域の祭りや住民が集う機会に体操を行うことで，地域の一体感を感

じることも期待できる。  

被災地では，新たなコミュニティの形成，またはコミュニティの復興が進む中

で，地域の場（ハード面）づくりに目を向けられてきた。人が集う場があること
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は，確かに重要であるが地域全体への普及を考えた場合には更なる仕掛けが必要

であることは言うまでもない。そうした中で地域住民が愛着を感じ，かつ，世代

を超えて，“緩く”つながる取り組みが必要である。したがって，雲南市の事例は，

今後の活動の参考になるものと考えられ，今後はこうした取り組みのソーシャ

ル・キャピタル醸成効果についても広く検討が進められることが期待された。  

 
 
Ａ 研究目的  

ソーシャル・キャピタルと健康の関係についてのエビデンスが蓄積されつつある中

で，「いかにソーシャル・キャピタルを醸成するか」という議論は未だ十分ではない。

たとえば，ソーシャル・キャピタルを醸成する一助としては，「地域のコミュニティー

センターを開放し，自主的に住民が気軽に集まれる場を作る，もしくは活動への財政

支援を行う」等の方法が考えられるが，この場合には比較的参加者が限られることや

若い世代へのアプローチといった課題が生じる。  

こうした課題を解決するためには，地域のソーシャル・キャピタルを醸成する「場」

という視点に加えて，住民が住まう地域の環境やそこに集う近隣他者への関心を喚起

する「仕掛け」が重要である。そのためには，住民が自身の都合で参加し（強制的で

はなく），結果として地域への思いや人と人とのつながりを形成してくことができれば，

ソーシャル・キャピタルの醸成・維持につながることが考えられる。  

そこで，本研究では，地域で開発したオリジナル体操の普及に着目してソーシャル・

キャピタルの醸成のあり方を考察し，かつ，被災地で実施する意義について検討を行

った。  

 

Ｂ 研究方法  

本研究では，島根県雲南市において取り組まれているオリジナル体操の開発・普及

の事例について，既存の資料や担当者への聞き取りを行った。具体的には，身体教育

医学研究所うんなん（ http://user.kkm.ne.jp/shintai/）が中心となり，地域組織や住民と

共に進めている活動について情報の取りまとめを行った。  

（倫理面への配慮）  

本稿では，特定個人等に関する記述はなく，また既存の資料を参照して作成をした

ことから，倫理面への配慮を特段要しない。  
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Ｃ 研究結果・考察  

身体教育医学研究所うんなんでは，地域自主組織（右記のホームページを参照：

http://www.city.unnan.shimane.jp/www/contents/1159172951569/index.html）と共同で地域

の特徴に応じたオリジナルの体操の開発を進めている。本プロジェクトは，雲南市内

の複数の地域自主組織でオリジナル体操が作られ，住民に広く普及が図られている

（http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/koho/photo/191/14.html，巻末の資料2参照）。

こうした取り組みは，以下の2点においてソーシャル・キャピタルの醸成に有用と考え

られる。第一に，体操は，個人で日常的に都合に合わせて実施することが可能である

とともに，地域の会合やサロン等でも実施することができる。したがって，地域にお

いて広く受け入れられる可能性がある。第二に，既存の体操を普及させるのではなく，

地域オリジナルの体操を開発することにより，愛着が生じる点にある。たとえば，体

操を幼稚園や小学校で取り入れることにより，世代を超えた広がりが期待できる。さ

らに，地域の祭りや住民が集う機会に体操を行うことで，地域の一体感を感じること

も期待できる。  

被災地では，新たなコミュニティの形成，または，コミュニティの復興が進む中で，

地域の場（ハード面）づくりに目を向けられてきた。地域の人が集う場があることは，

確かに重要であるが，地域全体への普及を考えた場合には更なる仕掛けが必要である

ことは言うまでもない。そうした中で，地域住民が愛着を感じ，世代を超えてつなが

る取り組みが必要である。特に，“緩い”つながりが今後のソーシャル・キャピタルの

醸成，維持を検討する上では重要である。雲南市の聞き取りにおいても，高齢化の進

展が著しい中で以前のように多様な地域活動を基盤とした“頑強な”ソーシャル・キ

ャピタルを各地域が持ち続けるのは困難であり，いかに既存の残されたソーシャル・

キャピタルを有効活用するかが議論の中心であることが指摘されていた。そうした状

況下で，地域において変わらないのは地域への愛着や住み続けたいという思いであっ

た。つまり，地域という要素を考慮して，住民同士が気軽に交流しつづけられる方法

を提案することが“緩く”つながることを促進するきっかけになると考えられた。  

こうした中で，高齢化が進んだ地域で実施できることの一つとして地域でオリジナ

ルの体操を開発し，かつ，そのプロセスを専門家のみならず，地域住民主体で進める

ことによって住民と住民，住民と行政，住民と専門家という多様なつながりが醸成で

きると考える。当然，体操の実施は，健康増進の観点からもその効果が期待できる。

今後は，こうした取り組みがソーシャル・キャピタルの醸成，維持にどのように影響

を及ぼしているかを明らかにすることが望まれる。  
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Ｅ 結論  

本研究では，地域のソーシャル・キャピタルを醸成，維持していくためには，どの

ような方法が有用であるか，という問いに対し雲南市でのオリジナル体操を開発する

取り組みについて考察を行った。本手法は，ソーシャル・キャピタルへの影響のみな

らず，健康の維持・増進にも効果があると考えられる。つまり，日常生活において，

住民が専門家に促されて意識的に取り組む，または，強制的に取り組む方法ではなく，

無意識に，自身の都合で進めていることが結果としてソーシャル・キャピタルの醸成，

維持につながる，という考え方が基盤となっている点においてその有用性を指摘する

ことができる。  

被災地において「場」の整備が進められてきた中で，今後は「場」を活用するため

の具体的なアイディアが求められている。そうした状況下で，オリジナル体操開発の

試みはその一助になることが考えられ，特に，開発過程における多様な主体間（住民

と住民，住民と行政，住民と専門家等）のコミュニケーション，及びその後の体操を

広めていく過程においてソーシャル・キャピタルに影響を及ぼすことが考えられる。

こうした活動を基盤とした取り組みが広く展開できるよう，今後は，その効果につい

ても具体的な評価を行うことが期待された。  

 

Ｆ 健康危険情報  

なし  

 

Ｇ 研究発表  

１  論文発表  

なし  

 

２  学会発表  

なし  

 

Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１  特許取得  

なし  

２  実用新案登録  

なし  

３  その他  

なし  
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資料1 

  

  

地域イベントでの体操の様子
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資料2 
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厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）  

 
分担研究報告書  

 
 

医療ニーズの見える化と医療資源の配置のあり方  
 
 
研究代表者  濱野 強      島根大学研究機構戦略的研究推進ンセンター 

 准教授 

 

研究要旨  

保健医療福祉ネットワーク構築においては，住民ニーズの適切な把握と議論が

必要である。たとえば，傷病別で外来・入院患者数の現状はどのようになってい

るのか，地域差は生じているのか，患者数はどのように推移するのか等の視点が

挙げられる。患者数推計は，厚生労働省が毎年実施している患者調査や医療施設

調査といった公的データに加えて，各都道府県が関係機関との共同により独自に

実施している調査等がある。また，近年，こうした結果を地理情報システムによ

って見える化し，政策上の課題抽出や情報共有等にも用いられている。しかしな

がら，多くの事例においては，その情報公開が都道府県単位にとどまっている。

そこで，本研究では，島根県を例に二次医療圏単位で公的データを活用して外来・

入院患者数推計を行い，地理情報システムを活用した「見える化」の方法論につ

いて検討を行った。  

二次医療圏の一つである出雲圏の病院の外来患者推計では，2010年では「新生

物」が最も多かったが2025年では「筋骨格系及び結合組織の疾患」が最も多かっ

た。一般診療所に関しては，2010年の推計によると「循環器系の疾患」「呼吸器系

の疾患」「筋骨格系及び結合組織の疾患」の順であったが2025年の推計では「循環

器系の疾患」「筋骨格系及び結合組織の疾患」「呼吸器系の疾患」となっていた。

また，2010年の入院患者推計において病院では，「精神及び行動の障害」「循環器

の疾患」「神経系の疾患」の順であったが2025年の推計では「循環器系の疾患」「精

神及び行動の障害」「神経系の疾患」であった。  

以上より，医療圏の医療ニーズの一端が浮き彫りとなり，医療提供体制をどの

ように質的・量的に整備していく必要があるのかという議論の参考となる。これ

まで被災地では，量的側面の整備が進められてきた。今後は，質的側面への検討
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も不可欠である。そのためには，対象地域においてどのような疾患が多いのか，

今後その状況はいかに推移していくのかという議論が必須となる。推計に利用可

能な公的データ等の公開，及びそれらに基づく患者推計の議論が進展することが

強く望まれる。  

 
 
Ａ 研究目的  

被災地での保健医療福祉ネットワーク構築においては，住民ニーズの適切な把握と

議論が必要である。たとえば，傷病別で外来・入院患者数の現状はどのようになって

いるのか，その地域差は生じているのか，さらに将来，患者数はどのように推移する

のか，といった視点が挙げられる。そのためには，公的データを用いた患者推計と，

結果の「見える化」が求められる。  

患者数の推計は，厚生労働省が実施している患者調査や医療施設調査といった公的

データに加えて，各都道府県が関係機関との共同により独自に実施している調査等が

ある。また，近年では，こうした結果を地理情報システムにより見える化し，政策上

の課題抽出や情報共有等に用いられている。しかしながら，多くの事例においては，

その情報公開が都道府県単位であり，それより詳細な結果については極めて限られて

いる。  

そこで，本研究では，島根県を例として二次医療圏単位で公的データを活用し外来・

入院患者数の推計を行い，地理情報システムを活用した「見える化」の方法論につい

て検討を行った。  

 

Ｂ 研究方法  

本研究では，島根県を例として外来・入院患者数の傷病別推計を行った。患者数の

推計に際しては，平成22年国勢調査（総務省統計局），将来人口推計（国立社会保障・

人口問題研究所），平成23年患者調査（厚生労働省）の各データを用い，2010年，及び

2025年の傷病別患者推計（入院・外来）を行った。本章での値は，「ＸＸ人 /月」であり，

1か月を30日として患者数の推計を行った。以上の解析に関しては，ESRIジャパン株式

会社の協力を得て実施した。  

なお，島根県は，松江圏（松江市，安来市），雲南圏（雲南市，奥出雲町，飯南町），

出雲圏（出雲市），大田圏（大田市，川本町，美郷町，邑南町），浜田圏（浜田市，江

津市），益田圏（益田市，津和野町，吉賀町），隠岐圏（海士町，西ノ島町，知夫村，

隠岐の島町）の7圏域から成る（図1）。そこで，入院・外来患者数は，市町村単位で算
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出した値を各医療圏単位へ集計を行った。本稿では，出雲圏の結果を示し，文末参考

に各圏域の値を示す。  

 

図1 島根県の二次医療圏  

（倫理面への配慮）  

本稿では，特定個人等に関する記述はなく，また一般に公開されている統計情報を

活用した検討であることから，倫理面への配慮を特段要しない。  

 

Ｃ 研究結果・考察  

島根県の二次医療圏である出雲圏の外来患者の傷病別推計（大分類）を図2，図3に

示した。2010年の外来患者推計において病院では，新生物が最も多く6,935人 /月であり，

続いて筋骨格系及び結合組織の疾患（6,799人 /月），精神及び行動の障害（6,377人 /月）

の順であった。一方で2025年の推計では，筋骨格系及び結合組織の疾患（7,078人 /月）

が最も多く，続いて新生物（7,027人 /月），循環器系の疾患（6,738人 /月）であった。  

また，一般診療所では， 2010年外来患者推計において循環器系の疾患が最も多く

39,722人 /月であり，続いて呼吸器系の疾患（30,570人 /月），筋骨格系及び結合組織の疾

患（25,741人 /月）の順であった。一方で2025年の推計では，循環器系の疾患が最も多

く42,609人 /月であり，続いて筋骨格系及び結合組織の疾患（26,797人 /月），呼吸器系の

疾患（26,195人 /月）であった。  

入院患者の傷病別推計（大分類）を図4に示した。2010年の推計において病院では，

【松江圏】 

【隠岐圏】  

【出雲圏】 

【大田圏】  

【浜田圏】  

【益田圏】 

【雲南圏】 
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精神及び行動の障害が最も多く12,668人 /月であり，続いて循環器の疾患（11,099人 /月），

神経系の疾患（7,463人 /月）の順であった。一方で2025年の推計では，循環器系の疾患

（12,597人 /月）が最も多く，続いて精神及び行動の障害（12,205人 /月），神経系の疾患

（7,782人 /月）であった。  

 

図2 外来患者数（人 /月）推計（病院）  

 

図3 外来患者数（人 /月）推計（一般診療所）  
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図4 入院患者数（人 /月）推計（病院）  

 

以上の結果について病院での循環器系疾患入院患者を例として地理情報システムに

より視覚化したのが図5，図 6である。このように，数値を視覚化することで相対的に

見た島根県内の変化が浮き彫りになり，その中でも西部地域での変化が見て取れる。  

 

     図5 2010年患者推計          図6 2025年患者推計  

(注 : 患者数に基づき3分位で色分け。赤色が濃い方がより患者数が多いことを示す。) 

 

以上の通り本稿では，入院・外来患者数推計を既存の公的データに基づき実施した。

今後は，こうした知見に基づき必要医師数の検討が望まれる。それにより，医療提供

体制を具体的にどのように進めていくかという議論に対して有益な知見を提起するこ

とが可能となる。  
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なお，本研究の限界としては，以下の点が挙げられる。第一に，本検討では，患者

調査で示された都道府県単位の受療率を活用している。当然，二次医療圏単位で受療

動向は異なることが考えられることから，今後は更なる検討が必要である。ただし，

二次医療圏単位の受療率は，患者推計に適したフォーマットで二次利用可能な体制が

十分に整っていないことから，現時点では最適なデータを活用したものと考えられる。

第二に，2025年の患者数の推計を行なったが，解析には国立社会保障・人口問題研究

所が公開しているデータを活用した。人口推計については，過大，過小評価が生じて

いる可能性が考えられる。将来推計については，こうした指摘が生じるのは否めない

が，こうした方法上の課題を含めて結果を理解することで，より有益な議論が可能に

なると考えられる。したがって，結果の妥当性を判断するためにも，継続的な患者推

計の実施が期待される。最後に，本研究では，人口流動の比較的少ない島根県を例と

して考察を行った。一方，大都市圏においては，人口流動が大きく，また社会インフ

ラの整備等のスピードも異なることが考えられる。ただし，上述の指摘の通り，こう

した影響を全て鑑み患者数の推計を行うことは不可能である。したがって，今後の医

療・福祉の提供体制を検討する際の一つの参考として情報を活用することが適切であ

り，またこうしたデータに基づく議論が進むことで推計方法の更なる精緻化が望まれ

る。  

 

Ｅ 結論  

本研究では，公的データを活用して外来・入院患者数の推計を行い，合わせて地理

情報システムを活用して二次医療圏単位等で「見える化」を行った。これによって，

医療圏単位での課題が浮き彫りとなり，医療提供体制をどのように質的・量的に整備

していく必要があるのかという議論の参考となる。被災地においては，医療提供体制

について量的側面の整備が進められてきた。今後，一層の復興を進めていくには，質

的側面への検討も不可欠である。そのためには，対象地域においてどのような疾患が

多いのか，今後その状況はいかに推移していくのかという議論が必須となる。推計に

利用可能な公的データ等の公開，及びそれらに基づく患者推計の議論が進展すること

が強く望まれる。  

 

Ｆ 健康危険情報  

なし  
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付記  

 ESRIジャパン株式会社（http://www.esrij.com/）との共同により検討を行った。  

 

Ｇ 研究発表  

１  論文発表  

なし  

 

２  学会発表  

なし  

 

Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１  特許取得  

なし  

２  実用新案登録  

なし  

３  その他  

なし  
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資料  

各二次医療圏の状況 

【松江圏】 

 

外来患者数（人 /月）の推計（病院）  

 

 

外来患者数（人 /月）の推計（一般診療所）  
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入院患者数（人 /月）の推計（病院）  

 



66 
 

 

 

 

【雲南圏】 

 

外来患者数（人 /月）の推計（病院）  

 

 

外来患者数（人 /月）の推計（一般診療所）  
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入院患者数（人 /月）の推計（病院）  
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【大田圏】 

 

外来患者数（人 /月）の推計（病院）  

 

 

外来患者数（人 /月）の推計（一般診療所）  
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入院患者数（人 /月）の推計（病院）  
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【浜田圏】 

 

外来患者数（人 /月）の推計（病院）  

 

 

外来患者数（人 /月）の推計（一般診療所）  
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入院患者数（人 /月）の推計（病院）  

 



72 
 

 

 

 

【益田圏】 

 

外来患者数（人 /月）の推計（病院）  

 

 

外来患者数（人 /月）の推計（一般診療所）  
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入院患者数（人 /月）の推計（病院）  
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【隠岐圏】 

 

外来患者数（人 /月）の推計（病院）  

 

 

外来患者数（人 /月）の推計（一般診療所）  
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入院患者数（人 /月）の推計（病院）  
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厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題推進研究事業）  

 
分担研究報告書  

 
 

居住環境と骨量の関係：地理情報システムを活用した解析  
 
 
研究代表者  濱野 強     島根大学研究機構戦略的研究推進センター  

准教授  

研究分担者   塩飽 邦憲    島根大学                理事・副学長  

研究協力者   武田 美輪子  島根大学医学部            研究員  

 

研究要旨  

骨粗しょう症の予防においては，身体活動の重要性が指摘されている。個人の

身体活動を促進するためには，日常生活の中で時間を確保し，継続的な取り組み

が必要となる。当然のことながら，取り組み状況には個人差が生じ，それゆえに

いかに個人の状況に応じたアプローチを展開していくかが課題である。そうした

中で中山間地域は，急峻な地形であることから平地で生活する場合に比べて活動

負荷が生じていることが考えられる。言い換えれば，中山間地域で生活すること

自体が健康づくりの一翼を担っているのではないかとの仮説が成り立つ。そこで，

本研究では，地形の急峻さを標高により評価し，骨量に及ぼす影響を運動習慣と

の関連を踏まえ明らかにすることを目的とした。  

女性では，日常的に身体活動（ 1回 30分以上の軽く汗をかく運動を週 2回以上 1

年以上実施）を実施していない群で標高の上昇に伴い骨量Tスコアのオッズ比の有

意な上昇を認めた（オッズ比=1.06, 95% confidence interval (CI) = 1.00–1.12）。一方，

日常的に身体活動を実施している群では，標高と骨量Tスコアとの間に有意な関連

を認めなかった（オッズ比=1.01, 95% CI = 0.95–1.08）。なお，男性では，同様の

傾向を認めなかった。以上の研究成果より，今後，被災地での健康の維持・増進

を意図した計画を検討していく上で，居住環境にも目を向けた議論や工夫が必要

と考えられる。  

 
 
Ａ 研究目的  

骨粗しょう症の予防においては，身体活動の重要性が指摘されている。個人の身体

活動を促進するためには，日常生活の中で時間を確保し，継続的な取り組みが必要と
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なる。当然のことながら，取り組み状況には個人差が生じ，それゆえにいかに個人の

状況に応じたアプローチを展開していくかが課題である。そうした中で中山間地域は，

急峻な地形であることから，平地で生活する場合に比べて活動負荷が生じていること

が考えられる。言い換えれば，中山間地域で生活すること自体が健康づくりの一翼を

担っているのではないかとの仮説が成り立つ。そこで，本研究では，地形の急峻さを

標高により評価し，骨量に及ぼす影響を運動習慣との関連を踏まえ明らかにすること

を目的とした。  

 

Ｂ 研究方法  

１．対象地域  

本研究では，島根大学疾病予知予防プロジェクトセンターが中山間地域に位置する

島根県雲南市で実施している生活習慣病調査データを活用した。解析では，本研究の

分析に用いる変数に欠損値を有しない男性131名，女性224名である。  

 

２．地理情報システム（GIS）を用いた標高の算出  

分析対象者の自宅住所より地図上の位置である地理座標（緯度・経度）を特定し，

ArcGIS for DesktopのエクステンションSpatial Analystを活用して標高を算出した。なお，

解析では，ArcGISデータコレクション地形に含まれる10m メッシュ数値標高モデルを

活用した。  

 

３．解析方法  

 解析は，対若年成人骨量（以下，骨量Tスコア）を2区分（80%未満=0，80%以上=1）

した値を目的変数として，説明変数を標高（10m単位），調整変数に年齢，body mass index

（BMI），喫煙習慣，飲酒習慣，HbA1c，家族歴（親の大腿骨骨折歴），運転免許の有無，

カルシウム摂取状況，閉経年齢（女性の解析）とした。統計解析は，ロジスティック

回帰分析を用い，性別運動習慣別で行った。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究のプロトコールは，島根大学医の倫理委員会で承認を得ている。  

 

Ｃ 研究結果・考察  

 性別により，骨量Ｔスコア，年齢，body mass index（BMI），喫煙，飲酒，運転免許，

カルシウム摂取において有意な差を認めた（表1）。一方，HbA1c，親大腿骨骨折，標高，

身体活動においては，有意な差を認めなかった。  
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表1 分析対象者の特性  

  男性 131名   女性 244名   

 
n 

% or 

平均±標準偏差  

 
n 

% or 

平均±標準偏差  
有意確率  

骨量Tスコア   

80%以上  
114 87.0% 

 
137 61.2% <0.001 

年齢，歳  131 70.0 ± 6.0  
 

244 68.8 ± 5.6  0.027 

BMI，kg/m2 131 22.5 ± 2.4  
 

244 21.8 ± 2.8  0.002 

HbA1c，％  131 5.3 ± 0.4  
 

224 5.3 ± 0.3  0.719 

親大腿骨骨折  

（有り）  
13 9.9% 

 
24 10.7% 0.859 

閉経年齢 , 歳  
   

224 49.3 ± 4.8  
 

標高，ｍ  131 90.1 ± 70.5  
 

224 86.6 ± 75.7  0.163 

身体活動（有り）  47 35.9% 
 

77 34.4% 0.818 

喫煙（有り）  16 12.2% 
 

1 0.4% <0.001 

飲酒（有り）  104 79.4% 
 

61 27.2% <0.001 

運転免許（有り）  130 99.2% 
 

155 69.2% <0.001 

カルシウム摂取  

（基準未満）  
63 48.1% 

 
81 36.2% 0.033 

 

女性では，日常的に身体活動（1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2回以上1年以上

実施）を実施していない群で標高の上昇に伴い骨量Tスコアのオッズ比の有意な上昇を

認めた（オッズ比=1.06，95% confidence interval (CI) = 1.00–1.12）。一方，日常的に身

体活動を実施している群では，標高と骨量Tスコアとの間に有意な関連を認めなかった

（オッズ比=1.01，95% CI= 0.95–1.08）。なお，男性では，両群で標高と骨量Tスコアに有

意な関連を認めなかった。以上より，少なくとも女性で運動習慣を有しない者におい

て，居住地の標高が骨量と関連する可能性が考えられた。  
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表2 骨量を目的変数としたロジスティック回帰分析（男性）  

 身体活動有   身体活動無  

  OR  95% CI  OR  95% CI 

年齢  0.68 0.43 – 1.07 
 

1.05 0.92 – 1.20 

BMI 0.95 0.62 – 1.43 
 

1.29 0.91 – 1.82 

HbA1c 0.52 0.19 – 14.69 
 

0.98 0.18 – 5.14 

親大腿骨折（有り） 
     

1.34 0.12 
 

14.28 

閉経年齢  
         

標高（10m）  0.99 0.82 – 1.20 
 

0.94 0.85 – 1.04 

喫煙（有り）  0.11 0.00 – 3.22 
   

– 
 

飲酒（有り）  8.33 1.07 – 64.86 
 

2.89 0.26 – 31.35 

運転免許  

（有り）           

カルシウム摂取  

（基準未満）  
0.42 0.05 –  3.21 

 
0.06 0.00 –  0.77 

 

表3 骨量を目的変数としたロジスティック回帰分析（女性）  

 身体活動有   身体活動無  

  OR  95% CI  OR  95% CI 

年齢  0.92  0.82  – 1.03 
 

0.91  0.85  – 0.98 

BMI 0.92  0.75  – 1.13 
 

1.18  1.02  – 1.36 

HbA1c 5.73  0.97  – 33.73 
 

0.95  0.36  – 2.49 

親大腿骨折（有り） 1.30  0.24  – 7.06 
 

1.21  0.35  – 4.08 

閉経年齢  1.08  0.96  – 1.22 
 

0.97  0.90  – 1.05 

標高（10m）  1.01  0.95  – 1.08 
 

1.06  1.00  – 1.12 

喫煙（有り）  
         

飲酒（有り）  1.21 0.35  – 4.14 
 

0.88  0.37  – 2.10 

運転免許  

（有り）  
0.83  0.27  – 2.52 

 
1.68  0.69  – 4.09 

カルシウム摂取  

（基準未満）  
1.24  0.40  – 3.83 

 
0.34  0.15  – 0.76 
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Ｅ 結論  

個人の健康の維持・増進には，個人の努力のみならず，それを支援する環境づくり

の必要性が指摘されている。こうした議論において重要な視点は，いかに地域の環境

を活用し，住民が無理なく活動を継続できるかである。そうした問題意識に基づき，

平成24年度の研究から継続して地理情報システムを活用して，住民の居住環境の評価

を行い，それが健康に及ぼす影響を検討してきた。  

新たなコミュニティが形成され始めている中で，再形成されつつあるソーシャル・

キャピタルを活用し，こうした居住環境を活用した健康増進の取り組みが地域の特性

に応じて広く展開されていくことが望まれる。  

 

Ｆ 健康危険情報  

なし  

 

Ｇ 研究発表  

１  論文発表  

  なし  

 

２  学会発表  

なし  

 

Ｈ 知的財産権の出願・登録状況  

１  特許取得  

なし  

２  実用新案登録  

なし  

３  その他  

  なし  
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